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第２章 岩手県津波被災地における農業の復興 

 

吉田 行郷・福田 竜一・吉井 邦恒・小野 智昭 

 

１． はじめに 

 

 岩手県の沿岸部は，リアス式海岸の奥に存在する僅かな平坦地と傾斜地で農業が行われ

ているため，宮城県，福島県に比べて津波被災農地面積は小さい。しかしながら，そうした

中でも陸前高田市，大船渡市では比較的平坦な水田が多く存在し，水田作農家が津波によっ

て深刻な被害を受けた。本章では，この両市の水田地帯を対象として継続的に調査を実施し

た結果をもとに，津波被害を受けて営農継続を断念する農家が大きく増加する中で，地域の

水田農業の担い手を確保し，農業の復興に向けた道筋を作ることができた事例を中心に水

田農業の復興状況について分析を行う。これにより，1 戸当たり経営耕地面積が著しく小さ

く，集落の農地面積も小規模な岩手県沿岸部における今後の水田作農業の担い手の確保，水

田の維持・管理のあり方，今後取り組むべき課題について明らかにする。  
 以下では，同じ岩手県の沿岸部にあって，被災前における水田農業の担い手の確保状況の

違いから，被災後の担い手確保に向けた取り組み方も異ならざるを得ないことを集落営農

組織の設立や法人化に向けた取組が行われた 4 事例および組織化が図られなかった 2 事例

を比較分析することで明らかにし，課題にアプローチする。 
 

２． 調査地域の津波被災と農業復興の概況 
  

（１） 被災前の農業構造 

 

 津波被災地域であっても，宮城県南部・福島県沿岸部と岩手県・宮城県北部沿岸部とでは

農家構成や農地シェア，集落構成という農業構造において対照的である(1)。宮城県南部・福

島県沿岸部は平坦部があって比較的大規模な農家層が存在し，その農地シェアが高いのに

対して，岩手県・宮城県北部沿岸部は中山間地域であって，小規模零細農家が大宗を占め，

彼らの農地シェアも高い。さらに集落構成でも，宮城県南部・福島県沿岸部は集落に数十 ha
の農地が賦存するのに対して，岩手県・宮城県北部沿岸部では農家の農地規模が小さく，集

落の農家戸数も少ないことから，集落の農地は 10ha に満たず狭小である。ここでは，そう

した特徴を有する岩手県沿岸部にある対象地の被災前の農業構造の特徴を示す。 

 

１） 農家の規模階層 
 対象地である陸前高田市，大船渡市における 2010 年時点での規模別農家数および農家以
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外の農業事業体数を津波被災した農業センサスの旧市町村（以下，「地域」とする。）単位に

示したものが第 2-1 表である。津波被災した岩手県沿岸部(2)に加えて陸前高田市，大船渡市

の旧町村別の対象地域についても示している。岩手県沿岸部では総農家数に対して自給的

農家と 1ha 未満販売農家との零細・小規模農家が 85％を占めている（自給的農家 49％，

0.5ha 未満の販売農家 17％，0.5～1ha の販売農家 20％）。この割合は，陸前高田市で 92％，

大船渡市で 95％とさらに高くなっている。他方，5ha 以上層は，沿岸部全体では 210 戸あ

るが，陸前高田市で 7 戸，大船渡市で 1 戸であり，対象地の両市では，大規模経営は僅かし

か存在しない。 
このように，陸前高田市と大船渡市は，零細農家が分厚い層をなす一方で，大規模農家が

少なく，ともに岩手県沿岸部に特徴的な農家構成を示している。そうした中で 地域別に見

ると，陸前高田市矢作地域では 0.5～1ha 層や 1～3ha 層が他の地域に比べるとやや多く，

同市気仙地域や小友地域，大船渡市吉浜地域には 5～10ha 層の農家が，それぞれ 2 戸と 1
戸のみ存在する。 

 
２） 階層別の農地シェア 

 次に経営耕地面積の 2010 年時点における主体別のシェアと耕作放棄地の面積を示した

第 2-1表 経営耕地規模別農家数と農家以外の農業事業体数（2010年） 

(単位：戸，経営体，事業体，％）

岩手県 76,377 21,030 9,385   16,482 22,216 4,005 2,141 937   55,700 1,301 862      
沿岸部 10,986 5,360   1,884   2,138   1,175   161   121   89     5,747  123    100      

1,679   903     325     314     119     9       6       1       795     17      10        
気仙町 204     136     28       26       11       2       1       -        70       2       1          
広田村 199     156     22       19       2         -        -        -        43       -        -          
小友村 237     140     61       30       4         -        2       -        97       1       1          
矢作村 274     111     67       64       32       -        -        -        167     4       1          

大船渡市 1,247   878     179     131     44       4       1       -        384     12      11        
赤崎村 182     158     15       7         1         -        -        -        33       -        -          
吉浜村 98       54       24       12       6         1       1       -        44       1       -          

岩手県 100.0   27.5  12.3    21.6  29.1  5.2    2.8    1.2    72.9    1.7     1.1       
沿岸部 100.0   48.8  17.1    19.5    10.7    1.5    1.1    0.8    52.3    1.1     0.9       

100.0   53.8  19.4    18.7    7.1      0.5    0.4    0.1    47.3    1.0     0.6       
気仙町 100.0   66.7  13.7    12.7    5.4      1.0    0.5    -        34.3    1.0     0.5       
広田村 100.0   78.4  11.1    9.5      1.0      -        -        -        21.6    -        -          
小友村 100.0   59.1  25.7  12.7    1.7      -        0.8    -        40.9    0.4     0.4       
矢作村 100.0   40.5  24.5  23.4  11.7    -        -        -        60.9    1.5     0.4       

大船渡市 100.0   70.4  14.4    10.5    3.5      0.3    0.1    -        30.8    1.0     0.9       
赤崎村 100.0   86.8  8.2      3.8      0.5      -        -        -        18.1    -        -          
吉浜村 100.0   55.1  24.5  12.2    6.1      1.0    1.0    -        44.9    1.0     -          

資料：2010年農業センサス．

注 1)　沿岸部市町村は本文注(2)参照．

　 2)　農家以外の農業事業体は，販売目的，牧草地経営体，その他の合計．

　 3)　構成割合は総農家数に対するもの．太字は20％を越える階層．
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のが第 2-2 表である。岩手県沿岸部では自給的農家と 1ha 未満の販売農家を合わせた農地 
シェアが 26％である一方で，5ha 以上農家の農地シェアも 22％ある。農家以外の農業事業

体の農地シェアが 32％と高いが，そのほとんどを牧野経営（26 事業体）による畑（牧草地）

が占めている。陸前高田市では，自給的農家と 1ha 未満層を合わせた農地シェアが 60％と

高く，他方，5ha 以上層のシェアは農家以外の農業事業体のシェアとともに 8～9％と低い。

大船渡市では，農家以外の事業体のシェアが 49％と高くなっているが，そのほとんどは牧

野経営の事業体の牧草地である（3）。それを別にして計算すると，5ha 以上層の農地シェア

は 1％であり，自給的農家と 1ha 未満層で 76％を占めている。地域別に見ると，陸前高田

市気仙地域や小友地域，大船渡市吉浜地域の 5～10ha 層のシェアが他地域に比べてやや高

く，また小友地域では農家以外の農業事業体のシェアが 33％と高くなっている。 
さらに岩手県沿岸部では，耕作放棄地面積が経営耕地面積に対してかなり大きいことに

も留意が必要である。耕作放棄地が山間地の高台にある畑等であって，津波被災していない

場合には震災後も従前の耕作放棄状態が継続する可能性が大きい。これに津波被災地で復

旧した水田が耕作放棄地化して加わらないよう，震災後の復旧農地における担い手をしっ

かり確保していく必要がある。 

第 2-2表 経営耕地の主体別シェア（2010年） 

(単位：ha，％）

1ha未満 1～5ha 5ha以上

3,755    15,226  52,425  30,631   29,460    131,497 10,232 13,933 
沿岸部 891      2,135    2,399    2,498     3,676      11,599  917      4,271   

陸前高田市 161      336       191       68         71           828       61        428      
気仙町 23        28         22        6           6            84         6         54        
広田村 25        21         2          -            -             48         2         89        
小友村 27        44         6          14         44           135       2         53        
矢作村 20        70         42        -            0            132       22        65        

大船渡市 137      150       87        5           358         738       23        514      
赤崎村 22        9          2          -            -             33         2         84        
吉浜村 10        17         13        5           -             46         2         52        

2.9       11.6      39.9   23.3      22.4        100.0    7.8       10.6     
沿岸部 7.7       18.4      20.7      21.5      31.7     100.0    7.9       36.8     

陸前高田市 19.5     40.6    23.0      8.2        8.6          100.0    7.3       51.8     
気仙町 26.8     32.8    26.2      7.5        6.8          100.0    7.6       64.0     
広田村 52.3   42.9    4.8       -            -             100.0    3.9       183.7   
小友村 20.0     32.7    4.5       10.0      32.7     100.0    1.7       39.3     
矢作村 15.2     52.9    31.6   -            0.3          100.0    16.9     49.6     

大船渡市 18.5     20.4      11.8      0.7        48.5     100.0    3.2       69.7     
赤崎村 68.3   26.5      5.2       -            -             100.0    5.2       256.3   
吉浜村 21.8     37.9    28.7      11.5      -             100.0    4.5       112.5   

資料：2010年農業センサス．
注 1)　不作地は農業経営体，耕作放棄は総農家と土地持ち非農家の合計．

　 2)　太字は20％以上の階層．
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外の農業事業体数を津波被災した農業センサスの旧市町村（以下，「地域」とする。）単位に

示したものが第 2-1 表である。津波被災した岩手県沿岸部(2)に加えて陸前高田市，大船渡市

の旧町村別の対象地域についても示している。岩手県沿岸部では総農家数に対して自給的

農家と 1ha 未満販売農家との零細・小規模農家が 85％を占めている（自給的農家 49％，

0.5ha 未満の販売農家 17％，0.5～1ha の販売農家 20％）。この割合は，陸前高田市で 92％，

大船渡市で 95％とさらに高くなっている。他方，5ha 以上層は，沿岸部全体では 210 戸あ

るが，陸前高田市で 7 戸，大船渡市で 1 戸であり，対象地の両市では，大規模経営は僅かし

か存在しない。 
このように，陸前高田市と大船渡市は，零細農家が分厚い層をなす一方で，大規模農家が

少なく，ともに岩手県沿岸部に特徴的な農家構成を示している。そうした中で 地域別に見

ると，陸前高田市矢作地域では 0.5～1ha 層や 1～3ha 層が他の地域に比べるとやや多く，

同市気仙地域や小友地域，大船渡市吉浜地域には 5～10ha 層の農家が，それぞれ 2 戸と 1
戸のみ存在する。 

 
２） 階層別の農地シェア 

 次に経営耕地面積の 2010 年時点における主体別のシェアと耕作放棄地の面積を示した

第 2-1表 経営耕地規模別農家数と農家以外の農業事業体数（2010年） 

(単位：戸，経営体，事業体，％）

岩手県 76,377 21,030 9,385   16,482 22,216 4,005 2,141 937   55,700 1,301 862      
沿岸部 10,986 5,360   1,884   2,138   1,175   161   121   89     5,747  123    100      

1,679   903     325     314     119     9       6       1       795     17      10        
気仙町 204     136     28       26       11       2       1       -        70       2       1          
広田村 199     156     22       19       2         -        -        -        43       -        -          
小友村 237     140     61       30       4         -        2       -        97       1       1          
矢作村 274     111     67       64       32       -        -        -        167     4       1          

大船渡市 1,247   878     179     131     44       4       1       -        384     12      11        
赤崎村 182     158     15       7         1         -        -        -        33       -        -          
吉浜村 98       54       24       12       6         1       1       -        44       1       -          

岩手県 100.0   27.5  12.3    21.6  29.1  5.2    2.8    1.2    72.9    1.7     1.1       
沿岸部 100.0   48.8  17.1    19.5    10.7    1.5    1.1    0.8    52.3    1.1     0.9       

100.0   53.8  19.4    18.7    7.1      0.5    0.4    0.1    47.3    1.0     0.6       
気仙町 100.0   66.7  13.7    12.7    5.4      1.0    0.5    -        34.3    1.0     0.5       
広田村 100.0   78.4  11.1    9.5      1.0      -        -        -        21.6    -        -          
小友村 100.0   59.1  25.7  12.7    1.7      -        0.8    -        40.9    0.4     0.4       
矢作村 100.0   40.5  24.5  23.4  11.7    -        -        -        60.9    1.5     0.4       

大船渡市 100.0   70.4  14.4    10.5    3.5      0.3    0.1    -        30.8    1.0     0.9       
赤崎村 100.0   86.8  8.2      3.8      0.5      -        -        -        18.1    -        -          
吉浜村 100.0   55.1  24.5  12.2    6.1      1.0    1.0    -        44.9    1.0     -          

資料：2010年農業センサス．

注 1)　沿岸部市町村は本文注(2)参照．

　 2)　農家以外の農業事業体は，販売目的，牧草地経営体，その他の合計．

　 3)　構成割合は総農家数に対するもの．太字は20％を越える階層．
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３） 集落構造 

津波被災集落（4）の農業構造を第 2-3 表に示した。岩手県の 1 集落当たり平均経営耕地面

積は 35ha であるが，津波被災集落に限れば僅か 7ha であり，県沿岸部の津波被災集落の

農地面積は非常に狭隘である。陸前高田市，大船渡市はそれぞれ，1 集落当たり経営耕地面

積が 5ha，5ha，総農家戸数が 12 戸，10 戸となっていることから，農家 1 戸当たりの経営

耕地面積は 0.4ha，0.6ha と県平均を大きく下回る。このように，岩手県沿岸部の被災集落

は，農家の農業経営の小規模性に加えて集落の人的小規模性を特徴とし，集落の農地が 10ha
に満たないという面的狭小性を特徴としている。 

 

（２） 農業被害の状況 
 
１） 農地の被災状況 

調査地における農地の被災状況を第 2-4 表に示した。岩手県の被災農地全体では，津波被

災率が 60％で，地震等の津波以外による農地の被災が 40％ある。陸前高田市，大船渡市の

第 2-3表 調査地における津波被災集落の農業構造 

3,652 34.7 20.9 166
津波被災地 273 (100.0) 6.6 10.6 63

陸前高田市 77 (28.2) 4.7 11.9 40
大船渡市 86 (31.5) 5.4 9.8 55

農家1戸あたり

経営耕地面積
（a）

1集落あたり

経営耕地面積
（ha）

1集落あたり

農家戸数
（戸）

集落数

資料：農林水産省大臣官房統計部「東日本大震災に伴う被災6県における津波被災市町村

　　　及び津波被災農業集落の主要データ」（http://www.maff.go.jp/j/tokei/census/afc/
　　　2010/saigai.html）．

注．経営耕地面積は農業経営体のものである．

岩手県

第 2-4表 調査地における農地の被災状況 

（単位：ha，％）

c/a c/b
岩手県 153,900 0.5
沿岸部 15,649 (100.0) 4.6
陸前高田市 1,080 (6.9) 383 (31.7) 383 (52.8) 35.5 100.0
大船渡市 933 (6.0) 77 (6.4) 77 (10.6) 8.3 100.0

県市内
被災率

津波
被災率

c

うち津波被災

b

被災農地面積

a

耕地面積
(2010年)

資料：被災農地面積は農林水産省大臣官房統計部・農村振興局「東日本大震災に伴う被災農地の復旧

　　　完了面積（平成24年3月11日現在）」(2012年4月)，耕地面積は「耕地及び作付面積統計」．

1,209 (100.0)725 60.0

注．　津波被災農地面積の原資料は「農業・農村の復興マスタープラン(平成23年11月21日改訂)」
　　の津波被災農地面積（復旧を必要とする農地）．

(100.0)
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被災農地面積はそれぞれ 383ha，77ha であり，そのすべてが津波による被災である。岩手

県内の津波被災農地に占める両市の割合は，陸前高田市が 53％，大船渡市が 11％であり，

陸前高田市だけで県内津波被災農地の過半を占めている。市内の総耕地面積に対する津波

被災面積の割合（「県市内被災率」）は，陸前高田市では 36％にも及ぶが，大船渡市は市内

内陸部に公共牧野を含む農地が多くあるため 8％と低くなっている。 

 

２） 農業経営体の被災状況 
農業経営体と農業集落の被害状況を第 2-5 表に示した。陸前高田市，大船渡市の津波被災

農業経営体数は 190 経営体，60 経営体であり，それら被災農業経営体のほとんどが津波に

被災している。また市内の総農業経営体に対して，陸前高田市では 23％，大船渡市では 15％
が，それぞれ津波被災している（5）。 

 津波被災集落数は陸前高田市 77 が集落，大船渡市が 87 集落で，市内の農業集落に対す

る津波被災集落の割合は陸前高田市が 66％，大船渡市が 70％とかなり高いものとなってい

る（6）。 

 

（３） 農地の復旧と農業経営の営農再開 
 

第 2-5表 調査地における農業経営体の被災状況 

（単位：経営体，集落，％）

c/a c/b
岩手県 57,001 7,700 0.8 6.2
沿岸部 5,870 (100.0) 780 (100.0) 8.2 61.5
陸前高田市 812 (13.8) 210 (26.9) 190 (39.6) 23.4 90.5
大船渡市 396 (6.7) 60 (7.7) 60 (12.5) 15.2 100.0

f/d f/e
岩手県 3,615 1,307 7.5 20.7
沿岸部 846 (100.0) 392 (100.0) 31.9 68.9
陸前高田市 117 (13.8) 89 (22.7) 77 (28.5) 65.8 86.5
大船渡市 124 (14.7) 92 (23.5) 87 (32.2) 70.2 94.6

d

資料：被災農業経営体数と被災農業集落数は農林水産省大臣官房統計部「東日本大震災による農業経営体

　　　の被災・経営再開状況（平成25年3月11日現在）」（2013年4月）．

fe

　 3)　2010年の農業経営体と農業集落数は2010年農業センサスによるが，農業集落数については公表値

　　 よりも大きい．

注 1)　農業集落の関係者，市町村，農業協同組合等の関係機関の中から被災地域の実情に応じて効率的な

　　 状況確認が可能な者・機関を対象として，地方農政局地域センター職員が聞き取りにより被害や復旧

　　 の程度（割合）を情報収集し，その割合を2010年世界農林業センサス結果に乗じて集計を行ったもの

　　 である．

　 2)　「被災」とは，東日本大震災に伴い農業経営体の経営者，雇用者．農家世帯員等の農業従事者や生

　　 産基盤・設備等が受けた影響により通常の農業経営を行うことができない被害を受けたことをいう．

(100.0)270

津波
被災率

県市内
被災率

農業経営体
(2010年)

a

農業集落数
(2010年)

被災
農業経営体 うち津波被災

c

被災
農業集落数

(100.0)480

b

津波
被災率

県市内
被災率うち津波被災
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３） 集落構造 

津波被災集落（4）の農業構造を第 2-3 表に示した。岩手県の 1 集落当たり平均経営耕地面

積は 35ha であるが，津波被災集落に限れば僅か 7ha であり，県沿岸部の津波被災集落の

農地面積は非常に狭隘である。陸前高田市，大船渡市はそれぞれ，1 集落当たり経営耕地面

積が 5ha，5ha，総農家戸数が 12 戸，10 戸となっていることから，農家 1 戸当たりの経営

耕地面積は 0.4ha，0.6ha と県平均を大きく下回る。このように，岩手県沿岸部の被災集落

は，農家の農業経営の小規模性に加えて集落の人的小規模性を特徴とし，集落の農地が 10ha
に満たないという面的狭小性を特徴としている。 

 

（２） 農業被害の状況 
 
１） 農地の被災状況 

調査地における農地の被災状況を第 2-4 表に示した。岩手県の被災農地全体では，津波被

災率が 60％で，地震等の津波以外による農地の被災が 40％ある。陸前高田市，大船渡市の

第 2-3表 調査地における津波被災集落の農業構造 

3,652 34.7 20.9 166
津波被災地 273 (100.0) 6.6 10.6 63

陸前高田市 77 (28.2) 4.7 11.9 40
大船渡市 86 (31.5) 5.4 9.8 55

農家1戸あたり

経営耕地面積
（a）

1集落あたり

経営耕地面積
（ha）

1集落あたり

農家戸数
（戸）

集落数

資料：農林水産省大臣官房統計部「東日本大震災に伴う被災6県における津波被災市町村

　　　及び津波被災農業集落の主要データ」（http://www.maff.go.jp/j/tokei/census/afc/
　　　2010/saigai.html）．

注．経営耕地面積は農業経営体のものである．

岩手県

第 2-4表 調査地における農地の被災状況 

（単位：ha，％）

c/a c/b
岩手県 153,900 0.5
沿岸部 15,649 (100.0) 4.6
陸前高田市 1,080 (6.9) 383 (31.7) 383 (52.8) 35.5 100.0
大船渡市 933 (6.0) 77 (6.4) 77 (10.6) 8.3 100.0

県市内
被災率

津波
被災率

c

うち津波被災

b

被災農地面積

a

耕地面積
(2010年)

資料：被災農地面積は農林水産省大臣官房統計部・農村振興局「東日本大震災に伴う被災農地の復旧

　　　完了面積（平成24年3月11日現在）」(2012年4月)，耕地面積は「耕地及び作付面積統計」．

1,209 (100.0)725 60.0

注．　津波被災農地面積の原資料は「農業・農村の復興マスタープラン(平成23年11月21日改訂)」
　　の津波被災農地面積（復旧を必要とする農地）．

(100.0)
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１） 農地の復旧 
 被災農地の復旧面積（累積）の見通しを第 2-6 表に示した。2013 年度の農地の復旧割合

は陸前高田市 35％，大船渡市 23％と低かったが，2015 年度にはそれぞれ 77％，60％にま

で高まり，それ以後は停滞気味で推移している（7）。 
 

２） 農業経営の営農再開 

 被災経営体の営農再開状況を第 2-7 表に示した。津波被災の農業経営体の営農再開率は

2014 年 2 月時点で，陸前高田市 47％，大船渡市 50％となっており，これは，先に示した

2015 年度の農地の復旧割合に比べ，それぞれ 27 ポイント，31 ポイント低くなっている。

第 2-6表 調査地における被災農地の復旧面積見通し（累積） 

2011
年度

2012
年度

2013
年度

2014
年度

2015
年度

2016
年度

2017年
度以降

転用等
被災農地

面積

10 110 260 450 490 510 670 55 725
(1.5) (16.4) (38.8) (67.2) (73.1) (76.1) (100.0) [7.6] [100.0]

3 12 123 257 272 278 352 31 383
(0.9) (3.4) (34.9) (73.0) (77.3) (79.0) (100.0) [8.1] [100.0]

1 1 16 42 42 42 70 7 77
(1.4) (1.4) (22.9) (60.0) (60.0) (60.0) (100.0) [9.1] [100.0]

陸前高田市

（単位:ha，％）

岩手県

大船渡市

資料：県は農林水産省「農業・農村の復興マスタープラン」平成26年6月20日改訂版及び平成27年7月
　　　3日改訂版，各市は復興庁「公共インフラに係る復興施策（平成27年7月31日）地域版」（http:
　　　//www.reconstruction.go.jp/topics/main-cat1/sub-cat1-3/20150729100121.html）．

注．被災農地面積は第2-4表の再掲．転用面積はそれから2017年度後以降再開面積を差し引いた値．

第 2-7表 調査地における津波被災経営体の営農再開状況 

（単位：経営体，％）

2011.7.11現在 2012.3.11現在 2013.3.11現在 2014.2.1現在

480 50 90 230 260
190 20 20 90 90
60 10 20 30 30

100.0 10.4 18.8 47.9 54.2
100.0 10.5 10.5 47.4 47.4
100.0 16.7 33.3 50.0 50.0

経営再開被災
経営体

岩手県

大船渡市

資料：農林水産省大臣官房統計部「東日本大震災による農業経営体の被災・経営再開状況」（2011
　　　年9月，2012年4月，2013年4月）,「被災3県における農業経営体の被災・経営再開状況」（

　　　2014年3月）.

陸前高田市

岩手県

陸前高田市

大船渡市

注1)　営農を再開している経営体とは，農業被害のあった農業経営体のうち，東日本大震災以降，調

　　査日時点までに営農を行っている，または行っていた農業経営体であり，農業生産過程の対象作

　　業又はその準備を一部でも再開した農業経営体で，被害のあった農業生産基盤，設備が未復旧で

　　ある農業経営体を含む．なお，東日本大震災以降，調査日時点までに一度も営農を再開せず廃業

　　した農業経営体や営農等を集落営農組織等に委託した農業経営体等も「営農を再開していない農

　　業経営体（不明を含む）」に含まれる．

　2)　津波被災経営体は第2-5表の再掲．

推
計
数

再
開
率

－40－
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このことは，農地は営農再開可能な状態になったにもかかわらず，農業経営を再開してい

ない農業経営体があることを示している。 

  
（４） 住まいの復興 

  
災害公営住宅の整備状況を第 2-8 表に示した。2015 年 1 月末での工事完了割合は，陸前

高田市 19％，大船渡市 20％であったが，2016 年 1 月末にはそれぞれ 46％，61％に高ま

っている（8）。 
また，仮設住宅の入居状況を第 2-9 表に示した。応急仮設住宅（プレハブ住宅）の入居

率は 2015 年 1 月末には陸前高田市 78％，大船渡市 74％と非常に高かったが，2016 年 1
月末にはそれぞれ 58％，48％にまで低下している。 
このような両市における住宅建設の遅れと応急仮設住宅入居率の高さを踏まえると，生

活拠点の整備のこうした遅れが営農再開にも影響を及ぼしていると考えられる。 
(福田 竜一，小野 智昭) 

 

第 2-9表 調査地における仮設住宅の入居状況 

（単位：戸，％）

a b a-b c c/a
岩手県 13,984 730 13,254 7,813 55.9 1,339 546 1,885

陸前高田市 2,168 78 2,090 1,261 58.2 41 55 96
大船渡市 1,811 175 1,636 866 47.8 191 51 242

注 1)　2016年1月31日現在．

　 2)　公営住宅等は公営住宅，公務員宿舎，UR賃貸住宅等である．

計

みなし仮設住宅

資料：岩手県HP「応急仮設住宅の入居状況」（http://www.pref.iwate.jp/saiken/sumai/
　　　023870.html）．

公営住宅
等

民間賃貸
住宅

県

応急仮設住宅

供給
戸数

解体・
用途
廃止

現在
供与
戸数

入居
戸数

入居率

第 2-8表 調査地における災害公営住宅の整備状況 

（単位：戸，％）

工事
完了
戸数

工事
完了
戸数

a b c b/a c/a d e f e/d f/d
岩手県 5,933 2,415 1,049 40.7 17.7 5,771 4,559 2,748 79.0 47.6

陸前高田市 1,000 821 190 82.1 19.0 895 776 415 86.7 46.4
大船渡市 801 644 161 80.4 20.1 801 801 489 100.0 61.0

着工率 完了率

2016年1月31日現在

資料：岩手県HP「災害復興公営住宅の整備状況について」（http://www.pref.iwate.jp/kenchiku/saigai/kouei/
　　　009718.html）．

計画
戸数

2015年1月31日現在

完了率着工率
工事
着手
戸数

工事
着手
戸数

計画
戸数
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１） 農地の復旧 
 被災農地の復旧面積（累積）の見通しを第 2-6 表に示した。2013 年度の農地の復旧割合

は陸前高田市 35％，大船渡市 23％と低かったが，2015 年度にはそれぞれ 77％，60％にま

で高まり，それ以後は停滞気味で推移している（7）。 
 

２） 農業経営の営農再開 

 被災経営体の営農再開状況を第 2-7 表に示した。津波被災の農業経営体の営農再開率は

2014 年 2 月時点で，陸前高田市 47％，大船渡市 50％となっており，これは，先に示した

2015 年度の農地の復旧割合に比べ，それぞれ 27 ポイント，31 ポイント低くなっている。

第 2-6表 調査地における被災農地の復旧面積見通し（累積） 

2011
年度

2012
年度

2013
年度

2014
年度

2015
年度

2016
年度

2017年
度以降

転用等
被災農地

面積

10 110 260 450 490 510 670 55 725
(1.5) (16.4) (38.8) (67.2) (73.1) (76.1) (100.0) [7.6] [100.0]

3 12 123 257 272 278 352 31 383
(0.9) (3.4) (34.9) (73.0) (77.3) (79.0) (100.0) [8.1] [100.0]

1 1 16 42 42 42 70 7 77
(1.4) (1.4) (22.9) (60.0) (60.0) (60.0) (100.0) [9.1] [100.0]

陸前高田市

（単位:ha，％）

岩手県

大船渡市

資料：県は農林水産省「農業・農村の復興マスタープラン」平成26年6月20日改訂版及び平成27年7月
　　　3日改訂版，各市は復興庁「公共インフラに係る復興施策（平成27年7月31日）地域版」（http:
　　　//www.reconstruction.go.jp/topics/main-cat1/sub-cat1-3/20150729100121.html）．

注．被災農地面積は第2-4表の再掲．転用面積はそれから2017年度後以降再開面積を差し引いた値．

第 2-7表 調査地における津波被災経営体の営農再開状況 

（単位：経営体，％）

2011.7.11現在 2012.3.11現在 2013.3.11現在 2014.2.1現在

480 50 90 230 260
190 20 20 90 90
60 10 20 30 30

100.0 10.4 18.8 47.9 54.2
100.0 10.5 10.5 47.4 47.4
100.0 16.7 33.3 50.0 50.0

経営再開被災
経営体

岩手県

大船渡市

資料：農林水産省大臣官房統計部「東日本大震災による農業経営体の被災・経営再開状況」（2011
　　　年9月，2012年4月，2013年4月）,「被災3県における農業経営体の被災・経営再開状況」（

　　　2014年3月）.

陸前高田市

岩手県

陸前高田市

大船渡市

注1)　営農を再開している経営体とは，農業被害のあった農業経営体のうち，東日本大震災以降，調

　　査日時点までに営農を行っている，または行っていた農業経営体であり，農業生産過程の対象作

　　業又はその準備を一部でも再開した農業経営体で，被害のあった農業生産基盤，設備が未復旧で

　　ある農業経営体を含む．なお，東日本大震災以降，調査日時点までに一度も営農を再開せず廃業

　　した農業経営体や営農等を集落営農組織等に委託した農業経営体等も「営農を再開していない農

　　業経営体（不明を含む）」に含まれる．

　2)　津波被災経営体は第2-5表の再掲．
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３． 集落営農組織の設立と展開 
 
（１） 陸前高田市 
 
１） 地域概況 

陸前高田市は，1955 年に，高田町，気仙町，

小友村，広田町，竹駒村，矢作村，横田村，米崎

村の 4 町 4 村が合併して誕生した市で，太平洋

に面した三陸海岸の岩手県最南端に位置し，面

積は 232 平方キロメートル，人口は 24,277 人

（住民基本台帳 2010 年 3 月 31 日，2016 年 1
月 31 日現在は 20,179 人）の市である（第 2-1
図）。三陸海岸の南部はリアス式海岸が続き，市

の沿岸には西の唐桑半島（宮城県気仙沼市）と東

の広田半島に挟まれた広田湾があり，その北側

内陸部には震災前まで市中心部があった平坦地

が広がる。仙台平野に比べれば狭小な平野では

あるが，岩手県沿部では最大級の広さである。陸

前高田市では沿岸漁業が行われ，さらに気仙川

が流れ込む広田湾は養殖に適しているため，漁

業は重要な産業の 1 つであり，また特異な平野

を有することから，早くから農業が盛んである。

そして平野部に多くの人口を抱えることから商

工業，観光業も盛んであった。 
農地面積 1,080ha（2010 年耕地面積統計）に

対して，総農家数 1,679 戸，農業経営体数は 812 経営体（2010 年農業センサス）となって

おり，農家 1 戸当たりの平均経営面積が 0.5ha と小さく，1ha 以下の農家が 1,542 戸ある

一方で，5ha 以上の農家は 7 戸のみとなっている。漁業が盛んで，零細農業と漁業との半農

半漁の農家も多い。2006 年度の農業産出額は 165 千万円で，耕種と畜産がほぼ 5 割ずつを

占めている。 
 
２） 東日本大震災による被災状況 

 陸前高田市は，平野を抱えており，そこに市の中枢機能，商工業，人口が集中していたが，

津波によってそこに大きな被害が出た。2012 年 10 月 23 日に同市がまとめた被災状況によ

れば，死者 1,735 人，行方不明者 14 人，被災戸数 3,368 戸となっており，市庁舎を含む多

くの公共施設が全壊し，判明している物的損害も 944 億円に及んでいる。震災発生時に在

籍していた 443 人の市職員の 4 分の 1 にあたる 111 人が津波の犠牲となっている(9)。 

第 2-1図 陸前高田市の位置 

資料：農林水産省 HP「わがマチ・わ

がムラ」の岩手県地図に加筆. 
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 農業についても前述のように，383ha の農地が津波による被害を受け，農地面積に対す

る被害面積率は 35％に達している。また，市内の 812 農業経営体のうち 190 経営体（23％）

が津波の被害を受けている。 
 
３） その後の復興状況 

 陸前高田市では，2011 年 12 月に「陸前高田市震災復興計画」を策定し，復興に向けた取

組が行われている。しかしながら，平野部にあった市役所の中枢機能が津波により失われた

こともあり，陸前高田市の震災復興に向けた取組は他の地域に比べて遅れている。大規模な

高台移転先の宅地造成や浸水地域の嵩上げ工事が今も進行中で，前掲第 2-9 表のように

2016 年 1 月末現在で，まだ 1,261 戸が仮設住宅に入居しており（入居率 58％），前掲第 2-
8 表のように災害復興公営住宅も，2016 年 1 月末現在で，建設予定 895 戸に対して 415 戸

の完成（完了率 46％）にとどまっている。 
 農業については，前出の震災復興計画の「第 3 章まちづくりの目標別計画」「第 4 活力

あふれるまちづくり」の「復興基本政策１」に，「被災農業用地の再生と営農拠点の整備を

図り，営農再建の支援による新たな営農体系の確立を図ります」と掲げられている。そして，

「復興のための施策」では，被災農地および農業用施設の早期復旧について，「現状復旧に

とらわれず生産性の向上に向けた農地および農業用施設の復旧整備および除塩対策を図」

るとされている。また，農地の有効活用と多角化の推進については，「震災により農地が減

少し，限られた農地を有効活用する必要があることから，自給的農家から担い手農家への利

用集積や受委託を促進し，より一層の高収益作物の生産を推進するとともに，多角化を図り，

安定した農業経営を確立します」とされている。しかしながら，2016 年 3 月に改定された

「陸前高田市震災復興実施計画」では，農地・農業用施設災害復旧事業等の農業関連の支援

事業が 2018 年度まで行われることとなっている。 
農地の復旧状況を 2012 年 8 月１日現在におけるヒアリング調査から具体的に見れば，要

復旧面積 346ha に対して，2012 年度末までの復旧予定面積が 139ha であったが，復旧事

業に対する農家の意志確認は 48％にとどまる状況であった。その後，水田の復旧事業，基

盤整備事業が進展してきたことから，被災農地の復旧面積率は，前掲第 2-6 表のように， 
2012 年度には 3％であったものが，2014 年には 73％にまで上昇し，2016 年度には 79％に

達する見通しとなっていた。なお，復旧事業とともに市内に 13 の復興組合が立ち上げられ

瓦礫処理が実施されている。 
また，陸前高田市が実施主体となって 4 ブロック 1.5ha の園芸団地も造成され，JA おお

ふなとが出資している農業生産法人がミニトマトとイチゴの水耕栽培を開始している(10)。 
他方で，被災前の 2010 年には，リンゴの樹園地が約 70ha あったが，津波の被害に加え

て，高台移転や被災住宅の代替えを求めて多くのリンゴ園地が伐採されたことから，リンゴ

栽培が激減することも危惧されていた(11)。 
   
４） 集落営農組織化の動き 
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３． 集落営農組織の設立と展開 
 
（１） 陸前高田市 
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に面した三陸海岸の岩手県最南端に位置し，面

積は 232 平方キロメートル，人口は 24,277 人
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業は重要な産業の 1 つであり，また特異な平野

を有することから，早くから農業が盛んである。
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 陸前高田市では，津波被災後に集落営農組織が組織化されている 4 事例を取り上げる（第

2-2 図）。まず，津波被災からの復興過程で集落営農法人を設立した事例として広田地域と

小友地域を取り上げる。小友地域は市内でも比較的水田がまとまって確保されていたが，そ

の多くが被災した地域であり（水田面積 120ha のうち 90ha が被災），広田地域は広田半島

にあって，小友地域のように水田はまとまっていないが，東日本大震災の発生前から集落営

農の組織化に取り組んでいた地域である。続いて，集落営農の組織化はされたが，まだそれ

が法人化されていない事例として下矢作地区と今泉地区（隣接する高田沖地区についても

ヒアリング調査を実施した）を取り上げる。下矢作地区は，気仙川を 6km 上流まで遡上し

てきた津波で 24ha の水田が被災した地区であり，今泉地区は，気仙川の河口にあって 20ha
の水田のほとんどが被災している。             

 

第 2-2図 陸前高田市の浸水域と調査対象地 
 

資料：陸前高田市浸水区域図（陸前高田市『震災復興計画』2011 年）

に加筆． 

下矢作地区 

今泉地区 

小友地域 

広田地域 

（吉田 行郷）
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ⅰ） 農事組合法人サンファーム小友（陸前高田市小友地域） 
陸前高田市の小友地域(12)においては，大船渡農業改良普及センター，JA おおふなとの協

力を得て，2012 年から 2015 年にかけて合計 4 回の調査を行った。 
 

① 震災前の営農状況 

小友地域は合併以前の小友村であり，旧藩政村（センサス集落は 17 集落）であった（第

2-3図）。東日本大震災発生前の小友地域は，2010年農業センサスでは農地の属地面積181ha，
うち田 153ha であるが，経営耕地面積が 132ha で，属地面積より小さいことから，地域外

からの入り作が多かったことが

分かる(13)。自給的農家が総農家

の 59％を占め，0.5ha 未満の農

家も合わせると 85％に達し，零

細な農家が圧倒的に多い（前掲第

2-1 表）。しかし経営面積 5ha 以

上の個別農家 2 戸があり，これら

と水田経営所得安定対策への対

応で設立された44haの経営規模

の集落営農組織・小友営農組合と

を合わせると，地域の農地の

40％以上を集積しており（第 2-1
表，第 2-2 表参照），陸前高田市

内では，相対的に担い手への農地

の集積が進んでいる地域であっ

た。また小友地区転作営農組合が

あって，80 年代からブロックロ

ーテーションによる大豆作付け

の取組も行われていた。 
 

② 被災と法人立ち上げの経緯 

小友地域では，120ha ある地域の農家の水田のうち約 90ha（畑地も含めると約 110ha）
が東日本大震災の津波により被災している。海抜の高い 30ha の水田は被災せず，そうした

水田を耕作していた農家の農業機械は残ったが，津波の被害にあった低地の水田を耕作し

ていた農家では，機械の多くを流された。 

被災した水田は，広田湾と太平洋の両側から 12～13m の津波に襲われ，もまれるように

して表土を流失した(14)。さらに 1m の地盤沈下も起きていたため，海に水を排水できなく

なり，復旧作業が大きく遅れてしまった。復旧のためには，基盤土を１m，表土を 15cm 盛

る必要があったが，2012 年 9 月の第 1 回調査の時点では，そのために必要な土の確保につ

第 2-3図 小友地域の集落 
 

資料：2005 年農業センサス地図に加筆． 
注．緑色は標高 20m 以下のところ． 

小友地域 
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いて目途が立たない状況であった。また，

津波被災しなかった水田も，気仙川から水

を引いてきているパイプライン等の水利

施設が被災したため，その多くで稲作を行

うことができず，復旧した水田は一部にと

どまっていた（第 2-4 図）。 

その後，住宅の高台移転用地造成で山を

削った土が大量に出たことを受けて，よう

やく客土に必要な土が確保されたことか

ら復旧事業が本格化している。さらに，津

波によって剥ぎ取られた表土を確保する

ため，環境省所管事業により，がれきが混じった農地の土壌をフルイにかけて微細ながれき

を除去したものを表土として再利用した。 
小友地域には，前述のように被災前から比較的大規模な農家がいたが，津波により農業機

械が流失した 3 戸の認定農業者を中心に東日本大震災農業生産対策交付金によって農業機

械を取得し機械利用組合が立ち上げられている。小友東機械利用組合，小友西機械利用組合，

稲作生産組合サンライスがそれである。同交付金によって整備された農業機械は，トラクタ

4 台（51ps１台，45ps１台，33ps1 台，1 台は馬力不明），田植機 4 台（6 条 2 台，4 条 1
台，１台は不明），コンバイン 4 台（6 条１台，4 条 2 台，1 台は不明），乾燥機 5 基（30 石

１基，28 石 2 基，１基不明）等であり，また，2012 年 12 月に復興応援キリンビールの絆

プロジェクトでも，JA を介してトラクタ 2 台（34ps，30ps）が導入されている。 
2012 年 9 月調査時点では，被災農家への営農に関する意向調査は，2012 年 2 月に小友

水利組合によって「水田は現状復旧でいいか。大きくしたいか。」等を訊くアンケート調査

が行われていたが，普及センターは，「まだアンケート実施の段階ではない」との判断から

実施していなかった(15)。 
小友地区では，原形復旧と併せて行うほ場整備の計画や区画整理後の営農体制について

の話し合いが，普及センターがかかわって 2012 年 12 月から行われ，2013 年 5 月に開催さ

れた水利組合の総会で，法人組織による営農の方向が承認されている。 
そして 2013 年 7 月および 10 月に，普及センターによって小友地域の被災農家に対する

農業の継続希望アンケートが行われている(16)。小友地域の多くの農家が小規模兼業農家（漁

協加入農家も約 1/3 ある）であり，かつ高齢化が進展している中で以上のような被災状況に

あったため，70％の農家が営農継続を断念し，農地の所有者の約 80％が耕作の委託を希望

する，というアンケート結果が取りまとめられている。120ha ある水田のうち，先の機械利

用組合を組織した農家を含む個別農家により 30ha が耕作され，小規模農家も 30ha を自作

するが，残り 60ha については営農継続の見込みが立たないとの判断により，その水田を引

き受ける組織が必要と認識されることとなった。そして，地域の水田の引き受け手として，

新たに農事組合法人を立ち上げる検討が本格的に開始されている。 

第 2-4図 一部の水田で復旧 

（2012 年 9 月撮影） 
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このように多くの農家が農業の再開を断念するという中で，受け皿組織が不可欠である

ということで地域の総意として一致し，そのような組織が農地を管理するには，原形復旧で

はなく水田の大区画化と排水対策を伴うほ場整備が必要であるという点も認識された。 
しかしながら，当初は，①1991 年に行った土地改良事業の償還金がまだ残っている中で，

新たにほ場整備を行うことでさらに受益者負担が加わることに対して懸念する農業者がい

たこと（東日本大震災復興交付金（復興基盤総合整備事業）の事業費の 1％が受益者負担と

して発生すると見込まれていた），②小友地域の稲作農家は，1 戸当たりの農地保有面積が

平均で約 30a であり，5～10a 程度の統計上では「農家」とならない零細農家も多いため，

大区画での整備を行うと組田（くみた）（17）となるほ場が多く出てくるが，これまでそうし

た経験がないこと等が，新たなほ場整備を行うネックとなっていた。 
前者については，小友水利組合が議会に提出した請願書を受けて，陸前高田市が地元負担

分を負担することを決め，受益者負担ゼロでの基盤整備事業の実施が採択されることで解

決している（18）。また，後者の組田についても農業を断念する人（委託することが決まって

いる人），自分で農業を続けたい人などを

考慮して，組み合わせを作りながら，誰が

どの農地を所有するか確定していくこと

で乗り越えられる見通しがついた。 
2013 年 5 月から水田のほ場整備の工事

が開始される。2013 年度末までに 86ha の

工事が終了し，2014 年 4 月より代かき等

の作業が始められる予定であったが，工期

が遅れ，引き渡しが 5 月以降にずれ込んだ

ほ場も多かったが，2014 年にそのすべて

で作付けが行われた。残り 3ha について

も，2014 年度中に工事を終了している（第

2-5 図）。 
ほ場整備事業の進展を受け，農事組合法人立ち上げに向けた取組が急ピッチで進められ

る。2013 年時点では，大規模個別農家や彼らが立ち上げた組織が引き受けきれない農地を

引き受ける法人を立ち上げる方向で検討が進んでいたが，その後，委託を希望する農地の急

増，担い手への農地集積を推進する農地中間管理事業の創設を受けて，小友地域全体で 1 つ

の法人を立ち上げる方針転換があり，2014 年 3 月の設立総会，同年 5 月の法人登記を経て，

農事組合法人サンファーム小友（以下，「（農）サンファーム小友」）が構成員 301 人の法人

として設立されている。なお，水利組合と生産調整受託組織・小友地区転作営農組合を母体

として（農）サンファーム小友が設立されたことから，震災後活動を休止していた集落営農

組織・小友営農組合は，同じタイミングで解散している。こうした経緯もあって，初代の組

合長には，水利組合長が就任している（組合長は，農家としては小規模経営であったため，

このような大規模な法人の経営を行うのは初体験）。その後，構成員が増加し，2015 年 6 月

第 2-5図 進捗する基盤整備事業 

（2013 年 11 月撮影） 
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いて目途が立たない状況であった。また，

津波被災しなかった水田も，気仙川から水

を引いてきているパイプライン等の水利

施設が被災したため，その多くで稲作を行

うことができず，復旧した水田は一部にと

どまっていた（第 2-4 図）。 

その後，住宅の高台移転用地造成で山を

削った土が大量に出たことを受けて，よう

やく客土に必要な土が確保されたことか

ら復旧事業が本格化している。さらに，津

波によって剥ぎ取られた表土を確保する

ため，環境省所管事業により，がれきが混じった農地の土壌をフルイにかけて微細ながれき

を除去したものを表土として再利用した。 
小友地域には，前述のように被災前から比較的大規模な農家がいたが，津波により農業機

械が流失した 3 戸の認定農業者を中心に東日本大震災農業生産対策交付金によって農業機

械を取得し機械利用組合が立ち上げられている。小友東機械利用組合，小友西機械利用組合，

稲作生産組合サンライスがそれである。同交付金によって整備された農業機械は，トラクタ

4 台（51ps１台，45ps１台，33ps1 台，1 台は馬力不明），田植機 4 台（6 条 2 台，4 条 1
台，１台は不明），コンバイン 4 台（6 条１台，4 条 2 台，1 台は不明），乾燥機 5 基（30 石

１基，28 石 2 基，１基不明）等であり，また，2012 年 12 月に復興応援キリンビールの絆

プロジェクトでも，JA を介してトラクタ 2 台（34ps，30ps）が導入されている。 
2012 年 9 月調査時点では，被災農家への営農に関する意向調査は，2012 年 2 月に小友

水利組合によって「水田は現状復旧でいいか。大きくしたいか。」等を訊くアンケート調査

が行われていたが，普及センターは，「まだアンケート実施の段階ではない」との判断から

実施していなかった(15)。 
小友地区では，原形復旧と併せて行うほ場整備の計画や区画整理後の営農体制について

の話し合いが，普及センターがかかわって 2012 年 12 月から行われ，2013 年 5 月に開催さ

れた水利組合の総会で，法人組織による営農の方向が承認されている。 
そして 2013 年 7 月および 10 月に，普及センターによって小友地域の被災農家に対する

農業の継続希望アンケートが行われている(16)。小友地域の多くの農家が小規模兼業農家（漁

協加入農家も約 1/3 ある）であり，かつ高齢化が進展している中で以上のような被災状況に

あったため，70％の農家が営農継続を断念し，農地の所有者の約 80％が耕作の委託を希望

する，というアンケート結果が取りまとめられている。120ha ある水田のうち，先の機械利

用組合を組織した農家を含む個別農家により 30ha が耕作され，小規模農家も 30ha を自作

するが，残り 60ha については営農継続の見込みが立たないとの判断により，その水田を引

き受ける組織が必要と認識されることとなった。そして，地域の水田の引き受け手として，

新たに農事組合法人を立ち上げる検討が本格的に開始されている。 

第 2-4図 一部の水田で復旧 

（2012 年 9 月撮影） 
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の定期総会時点で組合員は 325 人になっている。 
（農）サンファーム小友のオペレータは，2014 年産は 7 人でスタートし，その後は 8 人

に増加しているが，被災直後に立ち上げられた 3 組織の構成員や個別農家であり，彼らが

（農）サンファーム小友から機械作業を受託して農作業を行うという関係になっている。 
 

③ 設立された法人の経営概況 

法人設立以前には担い手が受け切れない農地を法人が引き受けるため 60ha 程度の経営

規模となる計画であったが，方針転換の結果，2014 年産から作付けが可能となった 86ha
すべてを（農）サンファーム小友が引き受け，オペレータ農家が作業を請け負うことで，水

田作が行われることになっている（第 2-6 図）。その後，農地の引き受け面積が増加し，2015
年産における作付面積は 97ha にまで拡大している（第 2-10 表，第 2-7 図）。 

 地域の生産調整（飼料米，大豆の配分等）についても，（農）サンファーム小友で決め

ていくこととなり，水稲作だけであった 2014 年産の作業が終了した時点で，組織内に転

作部が設けられる。その後，転作部での話し合いが行われ，転作用の水田内で大豆と飼料

米とをローテーションして作付けることとし，2015 年産では大豆を 11ha 作付け，飼料米

第 2-7図 2年目の生産を終えたほ場 

（2015 年 11 月撮影） 
第 2-6図 復旧したほ場 

（2014 年 12 月撮影） 

第 2-10表 （農）サンファーム小友の経営概要 

単位 2014年 2015年
ha 86 97
ha 86 86

うち「たかたのゆめ」 ha 30 17
うち飼料用米 ha 3 16

ha 0 11
a 0 50
人 301 325
人 12 12
人 7 8

資料：聞き取り調査による．

水田作付面積

作
付
内
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としては「どんぴしゃり」を 16ha 作付けている。 

食用米の作付面積は 69ha で，そのうち 49ha が「ひとめぼれ」，17ha が「たかたのゆめ」

である。また，2015 年産から，にんにくを 30a，タマネギを 20a それぞれ栽培し，2016 年

産から本格的に栽培することを予定している。 
なお，前述のように東日本大震災農業生産対策交付金により導入された農業機械は，3 つ

の任意組織が所有していることから，これらの組織をそのまま残しつつ，（農）サンファー

ム小友は農業機械を所有しない形で立ち上げられており，個々の農家から農地を預かり，オ

ペレータ 8 人に農作業を委託する形を取っている。オペレータの作業分担は，2014 年産に

おいては，オペレータの担当エリアを決めずにやれる人がやるという形で行ったが，2015
年産では，各オペレータが作業を行う場所と面積（平均 12ha 程度）を決めて作業分担を行

い，2016 年産以降も同様の分担を行うことを予定している。 
地代については，被災前の相場は 9,600 円/10a であったが，新たなに組織を立ち上げて

農地を引き受けてもらうのであれば，その水準では組織の経営が成り立たないということ

で，新組織が支払う地代は 3,000 円/10a で検討が進められた。初年度の 2014 年産は，組織

立ち上げ直後で，かつ農地の復旧直後ということで，地代の支払いは見送られたが，2015
年産では 3,000 円/10a が支払われた。そして，2016 年産以降も 3,000 円/10a を支払うこと

を決定している。 また，肥料，農薬等の生産資材については，（農）サンファーム小友で共

同購入している。 
なお，機械作業以外の草刈りや苗運び等の軽作業については，（農）サンファーム小友の

構成員から希望者を募って対応している。初年度の 2014 年産は 30 人が応じ，地域の最低

賃金 678 円/時を若干上回る賃金で雇用し，草刈りは安全確保のため 2 人 1 組で作業に当た

ったが，現在は，個人が面積で請け負って作業を行っている。水管理については，各オペレ

ータが，担当地区を決めて毎日のパイプラインの水調整をして回っている。 
 

④ 今後の見通しと課題 

津波被災しなかった 30ha の水田で営農している農家からも，（農）サンファーム小友に

すでに農地が預けられ始めており，今後，一層の規模拡大が見込まれている。法人の方でも，

できるだけ耕作放棄地を出さないように可能な限り引き受けていきたいという意向を持っ

ている。しかし基盤整備が行われていない水田では乗用機械による作業が行えないため，そ

うした未整備田は引き受けられないとしている。 
今後，水田作が落ち着いてくれば，地域で生産されている大豆を使った味噌・豆腐の加工

や蕎麦等の栽培・加工，現在の仮設事務所の移設を含め，将来的には農家レストランの開設

などの 6 次産業化にも取り組むことを視野に入れている。 
さらに，現在は，任意組織が農業機械を所有し，オペレータ農家に機械作業を委託する形

態を取っているが，将来的には，農業機械を法人で所有して効率的な機械作業体系を確立す

ることを目指している。 
（吉田 行郷） 
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ⅱ） 農事組合法人広田半島（陸前高田市広田地域） 

陸前高田市の広田地域においても，大船渡農業改良普及センター，JA おおふなとの協力

を得て，2012 年から 2015 年にかけて合計 4 回の調査を行った（19）。 
 

① 震災前の営農状況 

  広田湾と太平洋に囲まれた広田半島に位置する広田地域は，合併以前の広田町で，旧藩政

村（農業センサス集落は 20 集落）であった（第 2-8 図）。農地の属地面積は 81ha で，う

ち水田が 48ha を占めている。前掲第 2-１表，第 2-2 表によれば，2010 年に 48ha の農地

を約 200 戸の農家が耕作しており（平均規模 24a），自給的農家が総農家の 78％を占めて

おり（0.5ha 未満層の販売農家と合わせると 90％に達する），その一方で経営面積 3ha 以

上の農家は 1 戸もなく，半農半漁を含む兼業により生計を維持してきた農家が多かった。

また，同地域の水田は，1 区画 10a 未満の小規模な湿田が多く，乗用機械による効率的な作

業が行えない状況であった。高齢化等に伴い耕作放棄地も増えてきたため，圃場整備事業の

導入とあわせて，農用地の利用集積を推進するため営農組合を設立し，農作業の共同化を通

じた効率的な農業経営の実現に向けた取組が 1999 年度から開始された。 

第 2-8図 広田地域の集落 
 

資料：2005 年農業センサス地図に加筆． 
注．緑色は標高 20m 以下のところ． 

広田地域 
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そして，2009 年度から県営中山間地域総合整備事業が着工され，調整組織である広田地

区圃場整備事業管理組合（140 名，31ha）から作業を受託する実働組織として広田半島営

農組合が設立された。同組合の構成員は設立当初は 100 名を超えていたが，2011 年には 97
名となった。同組合には，農作業を行う栽培管理部のほか，野菜・加工部が設置され，JA
の施設を譲り受けて 2010 年 11 月に農産物加工施設「工房めぐ海」を開設している。 

 

② 被災と作付再開 

 震災当日，広田半島は広田湾と太平洋の両側から押し寄せた数度の津波に襲われる。圃場

整備が完了して引き渡し直前だった水田 8ha（2 工区）を含め，農地の約 2/3（36ha）が浸

水したほか，トラクタや田植機等の農業機械，さらには営農組合の事務所と「工房めぐ海」

も流失した。津波による死者もあり，被災により営農組合の営農意欲の低下が懸念され，こ

れまでの取組が途絶えそうな状況となった。

しかし田植時期に間に合うように比較的被

害が小さかった工区の水田 1ha の復旧工事

を自力で行っている。除塩作業を経て，2011
年産水稲が試験的に 1ha 作付けられ，目標を

大きく上回る 474kg/10a の単収をあげてい

る（第 2-9 図）。農作業に必要な機械は，機

械メーカーから借りたり，県立農業大学校の

機械で学生に田植や収穫の一部作業を手伝

ってもらったりして対応している。こうした

作付再開には，大船渡農業改良普及センター

の支援や県立農業大学校の農作業協力が大

きな支えになったと組合では評価している。 
 

③ 被災翌年以降の営農等の状況 

2012 年産からは水稲の作付面積は順調に増加し，2012 年産 7ha，2013 年産 10ha，2014
年産 15ha となっている（第 2-11 表）。その後，水田の復旧工事の遅れで 2015 年産も 15ha
となっており，2017 年産で 25ha に回復することが見込まれている。作付品種は，主食用

が「ひとめぼれ」，飼料用米が「どんぴしゃり」であり，それぞれ約 7ha と約 8ha を作付

けし，その他工房用にモチ米を作っている。JA は主食用米に「たかたのゆめ」の作付けを

奨励しているが，同組合では栽培経験のある「ひとめぼれ」のみを作っている。なお，飼料

用米は単収が低いと交付金単価が低くなるので，単収をアップし 10a 当たり交付金 8 万円

を目指している。 

 農業機械については，2012 年から 2013 年にかけて，東日本大震災農業生産対策交付金， 
キリンビールの絆プロジェクト等により，トラクタ，田植機，コンバイン等大型機械を中心

に装備している。半島に位置する広田地域には 4 つの地区に農地が分散しているので，作

第 2-9図 2011年中に復田した 

1haの圃場（2012 年 9 月撮影） 
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広田地域 
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業効率上，各地区にトラクタが必要であり，もう 1 台の補充を希望している。 
米の乾燥調製は，2013 年産までは地域外の大規模農家に委託してきたが，2014 年に東日

本大震災農業生産対策交付金で乾燥機を 1 台導入している。乾燥機は 2 台希望したが，JA
のライスセンターがあるため，1 台しか導入が認められなかった。しかしながら，ライスセ

ンターは，「たかたのゆめ」を優先して乾燥調製を行っており，コンタミの問題や収穫期の

タイミングから，広田産の「ひとめぼれ」は搬入できない状況にある。 
  オペレータは 18 名おり，地区ごとに割り当てているが，現役で兼業している人は平日に

は農作業できないので，平日は定年退職者を中心に 5 名が専従し，土日は残りの者が作業

を行っている。いずれ 2～3 人の担い手に集約したいという意向を持っている。 
 オペレータは，初級，中級，上級にランク分けし，構成員に高齢者が多い中で，できるだ

けその中でも若い人をオペレータに指名している。小型特殊の免許は全員，大型特殊の免許

は 5 名が取得したが，牽引免許（コンバイン用のトレーラーの運転に必要）の保有者は組合

長だけである。 
加工施設については，「工房めぐ海」  が 2012 年 6 月に再建され，組合事務所も併設さ

れている（第 2-10 図）。しかし単なる

再建ではなく，商品力の向上，パッケー

ジデザインの更新，新商品の開発，新規

の販路開拓にも取り組まれている。こ

うした取組によって，被災前よりも販

路を拡大し，「めぐ海焼き」の製造販売

や味噌加工等により，販売額も 2013 年

と 2014 年には 1,500 万円に達する等，

活気ある女性の就業の場として再生さ

れている。   
 その後，2014 年 3 月には，構成員数

97 人の農事組合法人広田半島（以下，

「（農）広田半島」）が立ち上げられて

第 2-10図 再建された「工房めぐ海」と 

「めぐ海焼き」（2012 年 9 月撮影） 

第 2-11表 広田半島営農組合・（農）広田半島の経営概要 

単位 2013年 2014年 2015年
ha 10 15 15
ha 10 15 15

うち直播 ha - 0.4 0.8
うち飼料用米 ha 6 8 7

ha - - -
人 97 97 97
人 3 7 7
人 18 23 18

資料：聞き取り調査による．

注．2013年は広田半島営農組合，2014年，2015年は（農）広田半島．
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いる。加工施設の財産管理の関係上，広田半島営農組合を存続させる形で法人が設立されて

いる。これにより，同法人が生産した農産物を広田半島営農組合が利用して加工・販売する

体制が整えられた（法人から営農組合に原料を提供する形で，営農組合が運営する「工房め

ぐ海」で加工が行われる）。 

 

④ 今後の見通しと課題 

 2015 年 11 月の調査時点では，未復旧農地がまだ 10ha あった。このため，2015 年産の

水稲作付けも前年産と同じ 15ha にとどまっているが，2017 年産からは作付面積が 25ha に

なると見込まれている。その場合，トラクタ 1 台に加えて，乾燥機がもう 1 台必要になる。

加工場では，現在主に他地域からの大豆を使って味噌加工も行っている。地域内の大豆を原

料にしたいという希望に応えて地域内で大豆生産を生産するためには，汎用コンバインの

導入が必要である。また，営農を行っていく上で鳥獣害（雀と鹿による食害）が問題となっ

ており，網や電気柵の設置等の対策を講じているが，効果がない状況が続いており，何らか

の対応が必要になっている。 
地域内では，被災前は 30 代，40 代の後継者たちが水産加工場等で働きながら同居してい

たが，水産加工場が被災したため，職を求めて他出している。法人化後の課題として，彼ら

を法人の構成員として呼び戻すため，就業の場を作り出すことが課題となっている。 
（吉井 邦恒） 

 
ⅲ） 下矢作機械利用組合（下矢作地区） 

陸前高田市の下矢作地区については，2015 年に調査を行った。 
 

① 被災前の営農状況 

 合併前の旧矢作村（矢作地域）は旧藩政村（センサス集落で 16 集落）で，気仙川の支流・

矢作川に沿って下流から下矢作地区，二又（矢作）地区，生出地区がある（第 2-11 図）（20）。

2010 年農業センサスでの下矢作地区の農地の属地面積は 63ha，うち水田 46ha，総農家数

は 104 戸，経営耕地面積は 48ha で，農家の平均経営面積は 46a となっている。ほとんど

の農家が兼業農家であり，施設園芸等にも取り組んでいる専業農家は 4 戸程度であった。

水田は 20 年ほど前に 10a 区画でのほ場整備事業が行われている。 
 2008 年に，地域担い手経営基盤強化総合対策実験事業でトラクタを導入するため，農業

機械を所有している 15 人の農業者が 1 人 10 万円ずつ出資して「下矢作機械利用組合」が

立ち上げられている。構成員が利用する機械がトラクタ 15 台，田植機 7～8 台，コンバイ

ン２台であったが，東日本大震災の発生時には，組織的な営農としては実質的には休眠状態

となっていた。 
 

② 被災とその後の復興に向けた取組 

 大震災時，気仙川を遡上してきた津波は，河口から 6km の上流にある下矢作地区にも大
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業効率上，各地区にトラクタが必要であり，もう 1 台の補充を希望している。 
米の乾燥調製は，2013 年産までは地域外の大規模農家に委託してきたが，2014 年に東日

本大震災農業生産対策交付金で乾燥機を 1 台導入している。乾燥機は 2 台希望したが，JA
のライスセンターがあるため，1 台しか導入が認められなかった。しかしながら，ライスセ

ンターは，「たかたのゆめ」を優先して乾燥調製を行っており，コンタミの問題や収穫期の

タイミングから，広田産の「ひとめぼれ」は搬入できない状況にある。 
  オペレータは 18 名おり，地区ごとに割り当てているが，現役で兼業している人は平日に

は農作業できないので，平日は定年退職者を中心に 5 名が専従し，土日は残りの者が作業

を行っている。いずれ 2～3 人の担い手に集約したいという意向を持っている。 
 オペレータは，初級，中級，上級にランク分けし，構成員に高齢者が多い中で，できるだ

けその中でも若い人をオペレータに指名している。小型特殊の免許は全員，大型特殊の免許

は 5 名が取得したが，牽引免許（コンバイン用のトレーラーの運転に必要）の保有者は組合

長だけである。 
加工施設については，「工房めぐ海」  が 2012 年 6 月に再建され，組合事務所も併設さ

れている（第 2-10 図）。しかし単なる

再建ではなく，商品力の向上，パッケー

ジデザインの更新，新商品の開発，新規

の販路開拓にも取り組まれている。こ

うした取組によって，被災前よりも販

路を拡大し，「めぐ海焼き」の製造販売

や味噌加工等により，販売額も 2013 年

と 2014 年には 1,500 万円に達する等，

活気ある女性の就業の場として再生さ

れている。   
 その後，2014 年 3 月には，構成員数

97 人の農事組合法人広田半島（以下，

「（農）広田半島」）が立ち上げられて

第 2-10図 再建された「工房めぐ海」と 

「めぐ海焼き」（2012 年 9 月撮影） 

第 2-11表 広田半島営農組合・（農）広田半島の経営概要 

単位 2013年 2014年 2015年
ha 10 15 15
ha 10 15 15

うち直播 ha - 0.4 0.8
うち飼料用米 ha 6 8 7

ha - - -
人 97 97 97
人 3 7 7
人 18 23 18

資料：聞き取り調査による．

注．2013年は広田半島営農組合，2014年，2015年は（農）広田半島．
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きな被害を与えている。地区内の水田面積約 38ha（自給的農家の経営耕地 7ha を含む）の

うち 24ha が被災している（総被災農地面積は 26ha で，被災農地のほとんどが水田である）。

農家数では約 100 戸のうち，約 80 戸が被災している。 
被災農地の復旧については，原形復旧にするのかほ場整備まで行うのか地域内で議論と

なったが，結局，東日本大震災復興交付金（復興基盤総合整備事業）によって 20ha のほ場

整備事業が行われることとなり，30a を標準とする整備が行われた（第 2-12 図）。事業は

2012～2013 年度に行われ，2014 年産から水田作が再開される。地区内の農家の平均保有

面積が 30a 程度であるため，30a 区画は 1 農家分であり, 小友地区で行われた大区画化に

伴う組田を行う必要はあまりなく，水利施設は自然排水からパイプラインとなったことか

ら，作業効率が大きく向上している（第 2-13 図）。 
そしてほ場整備の対象農地を保有する農家の約 70％が離農する意向を持っていたことか

ら，休眠状態ではあったが既に地域にある「下矢作機械利用組合」に水田作の作業を全面委

託する方向で意見が自然と集約されていった。津波により流失した農業機械の再装備は，同

機械利用組合があったことから，早期に申請を行うことができ，東日本大震災農業生産対策

交付金により，トラクタ，田植機，コンバイン，乾燥機，色彩選別機等が導入されるなど, 
中型機械を中心に装備された。これにより，構成員が以前に所有していた機械の約半数が補

填された。 
機械利用組合の構成員は 15 人いるが，高齢者も多く，実質的にオペレータとして活動

第 2-11図 下矢作地区の位置 
 

資料：2005 年農業センサス地図に加筆． 
注．緑色は標高 20m 以下のところ． 

矢作地域 

下矢作地区 
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できるのは 7 人となっている（そのうち園芸も含めて農業専業は 4 人）（第 2-12 表）。作

業受託の場合は，組合として受けて，オペレータが分担して，これを実施することとして

いる（作業受託面積は田植，収穫・乾燥・調製ともに 20ha ずつ）。農地の貸借による引き

受けの話があった場合には，7 人のうち引き受けられる人が個人で引き受ける。そして利

用権設定して農地ができるだけ近くに集まるような調整を機械利用組合が行っている。 
原形 復旧およびほ場整備が終了していることから，2015 年現在，地域では約 50ha ある

水田で，再び水稲が作付けされているが，そのうちの 9ha が「たかたのゆめ」であり，残

りの大部分は「ひとめぼれ」となっている。 
 

③ 今後の見通しと課題 

第 2-12図 再整備された被災田 

（2015 年 11 月撮影） 

第 2-13図 パイプラインが導入された 

復旧田（2015 年 11 月撮影） 

第 2-12表 下矢作機械利用組合の経営概況 

単位 2015年
ha 47
ha 47

うち「たかたのゆめ」 ha 9
うち飼料用米 ha -

ha 20
人 15
人 8
人 7

資料：聞き取り調査による．
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きな被害を与えている。地区内の水田面積約 38ha（自給的農家の経営耕地 7ha を含む）の

うち 24ha が被災している（総被災農地面積は 26ha で，被災農地のほとんどが水田である）。

農家数では約 100 戸のうち，約 80 戸が被災している。 
被災農地の復旧については，原形復旧にするのかほ場整備まで行うのか地域内で議論と

なったが，結局，東日本大震災復興交付金（復興基盤総合整備事業）によって 20ha のほ場

整備事業が行われることとなり，30a を標準とする整備が行われた（第 2-12 図）。事業は

2012～2013 年度に行われ，2014 年産から水田作が再開される。地区内の農家の平均保有

面積が 30a 程度であるため，30a 区画は 1 農家分であり, 小友地区で行われた大区画化に

伴う組田を行う必要はあまりなく，水利施設は自然排水からパイプラインとなったことか

ら，作業効率が大きく向上している（第 2-13 図）。 
そしてほ場整備の対象農地を保有する農家の約 70％が離農する意向を持っていたことか

ら，休眠状態ではあったが既に地域にある「下矢作機械利用組合」に水田作の作業を全面委

託する方向で意見が自然と集約されていった。津波により流失した農業機械の再装備は，同

機械利用組合があったことから，早期に申請を行うことができ，東日本大震災農業生産対策

交付金により，トラクタ，田植機，コンバイン，乾燥機，色彩選別機等が導入されるなど, 
中型機械を中心に装備された。これにより，構成員が以前に所有していた機械の約半数が補

填された。 
機械利用組合の構成員は 15 人いるが，高齢者も多く，実質的にオペレータとして活動

第 2-11図 下矢作地区の位置 
 

資料：2005 年農業センサス地図に加筆． 
注．緑色は標高 20m 以下のところ． 

矢作地域 

下矢作地区 
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 東日本大震災農業生産対策交付金によって導入した農業機械の更新に向けて，積み立て

を行う必要があること等から，いずれ組合の法人化を検討する時期がくると認識されてい

る。しかし当面は，機械利用組合の構成員が個々に農地の利用権設定を行い，作業委託につ

いてのみ機械利用組合で受けることで対応が可能であるので，しばらくは，現在の任意組織

での体制が続くものと思われる。 
（吉田 行郷） 

 
ⅳ） 今泉復興農事組合（今泉地区） 

陸前高田市の今泉地区については，隣接する高田沖地区も含めて，2012 年から 2015 年

にかけて合計 3 回の調査を行ったが，まだ，土地区画整理事業が行われている段階にあり，

農業復興については初動の状況にある（21）。 
 

① 被災前の営農状況 

旧気仙町（気仙地域）は旧藩政村の今泉村と長部村（今泉村から 1642 年に分村）が合併

したもので，旧藩政村の今泉地区は陸前高田市を南北に流れる気仙川河口に位置している

（第 1-14 図）（22）。 
高田沖（仲町・大通集落）を含む今泉地区の農地の属地面積は 49ha，うち水田 39ha（仲

町・大通集落の田は 30ha），総農家数は 82 戸，経営耕地面積は 37ha，うち水田は約 30ha

第 2-14図 今泉地区の位置 
 

資料：2005 年農業センサス地図に加筆． 
注．緑色は標高 20m 以下のところ． 

気仙地域 

今泉地区 
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（自給的農家の経営耕地 10ha を含む）であり，実際の耕作者は 64 戸で，畜産農家も 3 戸

立地していた。 
 

② 被災とその後の復興に向けた取組 

気仙川河口にある今泉地区は，東日本

大震災の津波により家屋の 9 割が流さ

れ，240 人が犠牲になるなど壊滅的な被

害を受け，農地約 40ha（うち水田約

30ha）のほとんどが被災した（第 2-15
図）。 

 こうした中で，地域農業の復興に危機

感を持った農家 6 戸により「今泉復興農

事組合」が 2013 年 4 月に立ち上げられ

ている。トラクタ，田植機，コンバイン，

乾燥機，色彩選別機，計量器，籾摺り機等

を東日本大震災農業生産対策交付金のリ

ース事業で揃えている。 
経営概況を第 2-13 表に示す。2013 年産は水田 5ha と畑 40a で作付けを行い，22t の米

（ひとめぼれ）の収穫があり，そのうち 5t を酒米用に酔仙酒造に出荷している。2014 年

産，2015 年産においても，水田 5～6ha での稲作を行い，2014 年には約 20t，2015 年産で

は 25～26t の収穫があり，酒米用に 4.5t の予定であったところを 9t 販売し，さらに八木澤

商店へ味噌用に 4.5t 販売している。2015 年からは，水稲作全面積で減農薬無化学肥料栽培

を行い，醤油粕や焼酎粕を肥料に用いている。また，畑 20a ではブロッコリー，キャベツ等

の露地栽培が行われている。現在は構成員 7 人，そのうち 4 人がオペレータを務めている。

構成員各自に農地を割り当て（1 人当たり 40a から 4ha），機械作業は全員で行うが販売は

個々で行っている。共同で育苗するが，種もみ代は各自の面積で案分し，肥料の醤油粕や焼

酎粕は無償となっている。 
 同地区には畜産農家も 3 戸あり，今泉復興農事組合と一緒に，復田していない河川敷の

第 2-15図 津波にのまれた今泉地区 

（2012 年 9 月撮影） 

第 2-13表 今泉復興農事組合の経営概況 

単位 2013年 2015年
ha 5 5
ha 5 5

うち主食用米 ha 4 3
うち酒米 ha 1 2

ha - -
人 6 7
人 1 1
人 4 4

資料：聞き取り調査による．
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 東日本大震災農業生産対策交付金によって導入した農業機械の更新に向けて，積み立て

を行う必要があること等から，いずれ組合の法人化を検討する時期がくると認識されてい

る。しかし当面は，機械利用組合の構成員が個々に農地の利用権設定を行い，作業委託につ

いてのみ機械利用組合で受けることで対応が可能であるので，しばらくは，現在の任意組織

での体制が続くものと思われる。 
（吉田 行郷） 

 
ⅳ） 今泉復興農事組合（今泉地区） 

陸前高田市の今泉地区については，隣接する高田沖地区も含めて，2012 年から 2015 年

にかけて合計 3 回の調査を行ったが，まだ，土地区画整理事業が行われている段階にあり，

農業復興については初動の状況にある（21）。 
 

① 被災前の営農状況 

旧気仙町（気仙地域）は旧藩政村の今泉村と長部村（今泉村から 1642 年に分村）が合併

したもので，旧藩政村の今泉地区は陸前高田市を南北に流れる気仙川河口に位置している

（第 1-14 図）（22）。 
高田沖（仲町・大通集落）を含む今泉地区の農地の属地面積は 49ha，うち水田 39ha（仲

町・大通集落の田は 30ha），総農家数は 82 戸，経営耕地面積は 37ha，うち水田は約 30ha

第 2-14図 今泉地区の位置 
 

資料：2005 年農業センサス地図に加筆． 
注．緑色は標高 20m 以下のところ． 

気仙地域 

今泉地区 

－57－



 
 -58- 

農地に牧草を植えている。 
2015 年現在，気仙川右岸については土地区画整理事業との調整が必要な農地を除き，復

旧をほぼ終えているものの，気仙川左岸の高田沖（沖町・大通集落）については，農地であ

ったところが，2016 年度末まで土地区画整理事業の嵩上げ盛土材の仮置場として使用させ

る予定となっており，作付けが可能になるのは 2018 年度以降になる見通しとなっている。 
 

③ 今後の見通しと課題 

構成員 7 人のうち最年少が 62 歳であり，オペレータ 4 人も 66 歳～82 歳である。若い人

が組織にはいないため，今後の組織維持には不安が持たれている。一方で，構成員の子息に

は，稲作に関心を示す人もいるので，その人をどう組織に取り込んでいけるかが鍵になると

考えられる。被災した水田がすべて復旧した時に，現在の 7 人では対応しきれないと代表

者は考えており，その時点で，どのような体制で地域の稲作が行えるかによって組織の持続

性が違ってくると思われる。今後，土地区画整備事業終了後（災害公営住宅の建設が 2016
年度末までかかる予定であり，土地区画整備事業は 2017 年度以降も続く計画となってい

る），どれだけの農家が営農を継続し，どのような形で地域の農業が復興していくのか，そ

して，その中で「今泉復興農事組合」がどのような役割を果たしていくのか見守っていく必

要がある。 
（吉田 行郷） 

 

（２） 大船渡市 
 

１） 地域概況 

大船渡市は，1952 年に大船渡町，盛町，赤崎村，猪川村，立根村，日頃市村，末崎村の

2 町 5 村の合併により誕生した市であり，その後 2001 年に三陸町を編入し，面積 323 平方

キロメートル，人口 41,016 人（住民基本台帳 2010 年 3 月 31 日現在，2016 年 1 月 31 日

現在は 38,397 人）である。太平洋沿岸南部に位置し，三陸沖を活かした水産業が基幹産業

の 1 つであるとともに，国際貿易定期コンテナ航路を開設している港湾都市でもある（第

2-16 図）。かつて 1960 年のチリ地震津波では国内最大の被災地となったが，水産業，窯業，

木材加工業等を中心に復興し発展してきた。  
 農地面積は 933ha（2010 年耕地面積統計），総農家 1,248 戸，農業経営体は 396 経営体

（2010 年農業センサス）であり，農家の平均経営耕地面積は 0.6ha で，自給的農家を含む

1ha 以下の農家が 1,188 戸（95％）と総農家の大宗を占めている（前掲第 2-1 表，第 2-2
表）。2006 年の農業産出額は 167 千万円，うち畜産が 131 千万円（78％）で，農業生産の

中心を畜産が占めている。 
 
２） 東日本大震災による被災状況 

 大船渡市では，2014 年 9 月 30 日現在の資料によれば，気象庁の観測で最大波 11.8ｍの
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津波等により，死者 340 人，行方不明 79 人の人

的被害と，全壊 2,789 戸を含む 5,566 戸に建物

被害が発生し，判明している物的損害も 1,071 億

円に及んでいる。 
 農業については，396 経営体のうち 60 経営体

が津波に被災し，933ha の農地のうち 77ha が津

波による被害を受けた。隣接する陸前高田市と比

べると，大船渡市の場合，農地が比較的海岸から

離れたところに立地していたため，津波による被

災を免れた経営体や農地が多くなっている。 
 
３） その後の復興状況 

大船渡市では，2011 年 10 月に「大船渡市復興

計画」を策定し，復興に取り組んできている。し

かしながら，前掲第 2-8 表のように，2016 年 1
月末現在で災害復興公営住宅は建設予定 801 戸

に対して 489 戸の完成にとどまっている（完了

率 61％）。そして前掲第 2-9 表のように，2016
年 1 月末現在で，まだ仮設住宅 1,811 戸に 866
戸（入居率 48％）が入居しており，さらに，み

なし仮設住宅（民間賃貸住宅，公営住宅等）にも 242 戸が入居している。 

 大船渡市の復興計画のうち，農林業については，休農地の有効利用を踏まえながら，被災

した農地等を早期に復旧すること，地産地消の取組を進める等農林業の振興を図ることと

されている。そして復興計画事業の中に，吉浜地域の区画整理事業 30ha や施設園芸の導入

が挙げられている。しかし農業復旧は陸前高田市同様に遅れている。 
ヒアリング結果によれば，津波被災を受けた農地の復旧対象面積は 76ha であるが，2015

年 4 月 30 日現在の復旧完了面積は 42ha である。しかし本人の営農意欲や後継者の有無，

高齢化等の問題から，今後の事業施行への意向を確認していく中で，76ha すべてが復旧さ

れないことも考えられる状況である。 
大船渡市には 396 農業経営体があるが，このうち津波被害を受けたのは 60 経営体である

（前掲第 2-5 表）。前掲第 2-6 表により，被災した経営体の営農再開の状況をみると，2012
年 3 月には 20 経営体，2014 年 2 月 1 日現在では 30 経営体にまで増加しているが，被災農

業経営体の半数で営農を再開できない状況にある。その後の経営再開の状況は明らかでは

ないが，2014 年 2 月の段階では基盤整備が完了していなかった吉浜地域で 2014 年産から

作付けが開始されたので，再開している経営体はさらに増えているものと見込まれている。 
また，経営の再開に当たっては，流失した農業機械の導入等のため 24 営農組合（1 組合

3～5 人程度）が組織され，東日本大震災農業生産対策交付金等によって機械を導入してい

第 2-16図 大船渡市の位置 

 

資料：農林水産省 HP「わがマチ・わがムラ」

の岩手県地図に加筆. 

 
 -58- 
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る予定となっており，作付けが可能になるのは 2018 年度以降になる見通しとなっている。 
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性が違ってくると思われる。今後，土地区画整備事業終了後（災害公営住宅の建設が 2016
年度末までかかる予定であり，土地区画整備事業は 2017 年度以降も続く計画となってい

る），どれだけの農家が営農を継続し，どのような形で地域の農業が復興していくのか，そ

して，その中で「今泉復興農事組合」がどのような役割を果たしていくのか見守っていく必

要がある。 
（吉田 行郷） 

 

（２） 大船渡市 
 

１） 地域概況 

大船渡市は，1952 年に大船渡町，盛町，赤崎村，猪川村，立根村，日頃市村，末崎村の

2 町 5 村の合併により誕生した市であり，その後 2001 年に三陸町を編入し，面積 323 平方

キロメートル，人口 41,016 人（住民基本台帳 2010 年 3 月 31 日現在，2016 年 1 月 31 日

現在は 38,397 人）である。太平洋沿岸南部に位置し，三陸沖を活かした水産業が基幹産業

の 1 つであるとともに，国際貿易定期コンテナ航路を開設している港湾都市でもある（第

2-16 図）。かつて 1960 年のチリ地震津波では国内最大の被災地となったが，水産業，窯業，

木材加工業等を中心に復興し発展してきた。  
 農地面積は 933ha（2010 年耕地面積統計），総農家 1,248 戸，農業経営体は 396 経営体
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る。営農組合では，作付目標を立てることになっているが，被災農地には石等が残っていて

農作業が思うように進まないところもあり，普及センターの指導等を受けながら，目標の達

成に向けて取組が行われているところである。2014 年度の市役所が行った調査によると，

2～3 の営農組合の構成員が仮設に住んで，別のところにある復旧農地に通作した事例があ

ったようである。 
農業産出額をみると，2011 年の 9.3 億円から，2012 年は 11.3 億円，2013 年は 12.3 億

円，そして 2014 年には 12.6 億円と毎年増加してきているが，産出額の 8 割近くを内陸部

にある畜産が占めている。 
 

４） 農業復興の事例 

大船渡市の津波被災地域での復興事例としてここでは，個別農家単位での復興が中心と

なった事例を取り上げる。１つは，東日本大震災復興交付金（復興基盤総合整備事業）に

よるほ場整備が行われ，農地中間管理事業を活用した農地集積の動きがみられる吉浜地域

第 2-17図 大船渡市の浸水域と調査対象地区 

 
資料：大船渡市「被害状況の報告について」（平成 23 年 5 月 12 日）（http://www.city. 

ofunato.iwate.jp/www/contents/1305074403730/files/1hisaijoukyou_0512.pdf） 
の地図に加筆． 

吉浜地域 

赤崎地域合足集落 
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であり，もう１つは早期に営農が再開された赤崎地域合足集落である（第 2-17 図）。 

   

ⅰ） 吉浜地域 
 合併前の旧三陸町の吉浜村，綾

里村，越喜来村は農業センサスの

旧村で，いずれも旧藩政村であ

り，旧藩政村の吉浜村にはセンサ

ス集落で 10 集落がある（第 2-18
図）。1933 年の昭和三陸津波の被

災後に高台移転し，それ以降も高

台での居住を守り続けている。そ

の結果，今回の東日本大震災の津

波でも海抜 16～20 メートルに立

てられていた住家のほとんどが

被害を免れ，全半壊 4 戸，犠牲者

は低地にいた 1 人にとどまって

いる。農業機械の流失はほとんど

なかったものの，低地にある農地

の被害は大きかった（第2-19図）。 
2010 年の農地の属地面積は

208ha，うち田が 64ha あるが，

前掲第 2-１表，第 2-2 表によれば，46ha の

経営耕地を 98 戸の農家が耕作してきた（平

均規模 47a）。自給的農家が総農家の 55％
を占めており（0.5ha 未満層の販売農家と

合わせると 80％に達する），5ha 以上の経

営規模の農家は 1 戸のみであった。また，

地域の農家が経営する 30ha 弱の水田のう

ち，4～5 割がかねてから遊休地化していた

（23）。このため，被災を機に 50a 区画にする

ほ場整備事業が計画・採択され，2013 年に

着工し，2014 年度までに復旧対象 28ha の

うち 24ha が整備されている（24）。2013 年

産の水稲作付は見送られ，緑肥作物だけが

植えられていたが，2014 年産には 24ha に作付けが行われている（うち 3ha は保全管理水

田）（第 2-20 図）。2015 年産からは 28ha の全部に作付けが行われている。 
 ほ場整備の計画時には，組織を立ち上げて営農していこうという話が出ていた。しかし，

第 2-19図 津波の被害を受けた吉浜

地域の圃場（2012 年 9 月撮影） 

第 2-18図 吉浜地域の集落 
 

資料：2005 年農業センサス地図に加筆． 
注．緑色は標高 20m 以下のところ． 

吉浜地域 大野 

千歳 
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る。営農組合では，作付目標を立てることになっているが，被災農地には石等が残っていて

農作業が思うように進まないところもあり，普及センターの指導等を受けながら，目標の達

成に向けて取組が行われているところである。2014 年度の市役所が行った調査によると，

2～3 の営農組合の構成員が仮設に住んで，別のところにある復旧農地に通作した事例があ

ったようである。 
農業産出額をみると，2011 年の 9.3 億円から，2012 年は 11.3 億円，2013 年は 12.3 億

円，そして 2014 年には 12.6 億円と毎年増加してきているが，産出額の 8 割近くを内陸部

にある畜産が占めている。 
 

４） 農業復興の事例 

大船渡市の津波被災地域での復興事例としてここでは，個別農家単位での復興が中心と

なった事例を取り上げる。１つは，東日本大震災復興交付金（復興基盤総合整備事業）に

よるほ場整備が行われ，農地中間管理事業を活用した農地集積の動きがみられる吉浜地域
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組織の中心となるべき人がいなくなってし

まい，組織営農は中座してしまう。そして

水田 28ha のうち約 8ha 分は農地中間管理

事業を活用して 5 人が引き受けている。5
人の内訳は，水稲＋畜産が 2 人，水稲＋畑

が 1 人，高齢専業と兼業が各 1 人である。

なお，吉浜地域内には，被災農地ではない

ものの，ほ場整備事業の中で一体的に整備

する農地の工事が 2015 年度にも行われて

いるところがあり，当該農地も，農地中間

管理事業を使って，上述の 5 人が受けるこ

とになっている。その結果，吉浜地域合計

で 44ha の農地のうち，2～3 割がそれら 5
人に集積されることになった。一方で，ほ場整備によって耕作条件が良くなったため，兼業

で農業を行うという人も出てきている。農地中間管理事業のコーディネーター等によると，

現在耕作している人も，いずれは自らの営農は困難になり，5 人に農地を預けることになる

と見込まれるが，受け入れ側もそれほどの余力がないことから，将来的には担い手を増やす

なり，何らかの受け皿を作るなりする必

要があるものと考えられている。 
 

ⅱ） 赤崎地域合足集落 
 センサスの旧村の旧赤崎村（赤崎地

域）は旧藩政村であり，センサス集落で

16 集落がある（第 2-21 図）。前掲第 2-
１表，第 2-2 表によれば，33haの経営耕

地を 182 戸の農家が耕作してきた（平均

規模 18a）。自給的農家が総農家の 87％
を占めており（0.5ha 未満層の販売農家

と合わせると 95％に達する），3ha以上

の経営規模の農家は 1 戸もない。また，

33ha の経営耕地に対して，82ha が耕作

放棄されている状況であった。 
同地域にある合足（あったり）集落で

は，2010 年の農地の属地面積が 4ha で

あるが，総農家数 17 戸の経営耕地面積

は 6ha であった。今回の東日本大震災

で，集落の世帯 21 戸のうち 17 戸が被

第 2-20図 除塩された一部の圃場での

稲の栽培（2012 年 9 月撮影） 

 

第 2-21図 赤崎地域合足集落の位置 
 

資料：2005 年農業センサス地図に加筆． 
注．緑色は標高 20m 以下のところ． 

赤崎地域 

合足集落 
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災（全壊は 4 戸）し，農地も 6ha の

うち 4ha が被害を受けた。ただし，

住宅の流失をまぬがれた住民が多

く，また仮設住宅が集落内に設置さ

れ，集落コミュニティが維持された

ことから，復旧に向けた合意形成も

早く，2012 年 11 月には農地が全面

復旧している（第 2-22 図）。 
合足集落で農業専従する F 氏（58

歳。元 JA 営農担当）は，水稲 40a，
ピーマン 10a，和牛 3 頭，しいたけ

原木 5 千本，柿 5a の専業農家で，5
～6 人の高齢者から普及した農地

1ha を引き受けた。F 氏は農業委員

であるが，保有するトラクタが小型で，これ以上農地を引き受けるのは難しいものの，現在

主力の 70 歳代，80 歳代の高齢農家のうち，5～6 戸からは全部任せると言われている（そ

れを含めて 13～14 戸は農業をやめる，1～2a 程度に縮小する等の意向である）。 
F 氏によれば，60 代の人もいるが，自分の農地で手一杯という感じで，農地復旧の時に，

リーダーを中心に組織化を計画すべきであったとのことである。 

（吉井 邦恒） 
 

４． おわりに 
 

（１） 津波被災地における農業機械の被災状況と集落営農組織の立ち上げとの関係 
 
以上見てきたように，この 4 年間で，農業分野での復興は少しずつではあるが進展して

きている。本章では，農地の受け手となる組織が立ち上げられた 4 地域・地区とそうした組

織の立ち上げが見送られた 2 地区の分析を行った。これらの 6 地域・地区の特徴を示した

ものが第 2-14 表である。これらの比較から見えてくることは以下の点である。 
まず，組織が立ち上げられた４地域・地区では，津波により地域の農業機械の多くが流さ

れてしまった点が共通している。集落営農組織の立ち上げの大きな要因は次の点である。①

農業機械の流失を機に，農業機械を個人で再び揃えるのは困難であるので農業をやめると

決断した人達が多数生じたこと，②流失した農業機械の復旧のための東日本大震災農業生

産対策交付金等による助成は，組織的な使用が要件となって運用されていること，③農地の

原形復旧だけでなく，ほ場整備も行ったところでは，そうした大区画ほ場での作業に組織的

な対応が必要なこと等である。また，実際に現地に入ってみると組織化を推進したリーダー

的な人材がそれぞれの地域・地区にいたことも大きい。 

第 2-22図 2013年産から生産が本格化した集落の

水田（2014 年 12 月撮影） 
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組織の中心となるべき人がいなくなってし

まい，組織営農は中座してしまう。そして

水田 28ha のうち約 8ha 分は農地中間管理

事業を活用して 5 人が引き受けている。5
人の内訳は，水稲＋畜産が 2 人，水稲＋畑

が 1 人，高齢専業と兼業が各 1 人である。

なお，吉浜地域内には，被災農地ではない

ものの，ほ場整備事業の中で一体的に整備

する農地の工事が 2015 年度にも行われて

いるところがあり，当該農地も，農地中間

管理事業を使って，上述の 5 人が受けるこ

とになっている。その結果，吉浜地域合計

で 44ha の農地のうち，2～3 割がそれら 5
人に集積されることになった。一方で，ほ場整備によって耕作条件が良くなったため，兼業

で農業を行うという人も出てきている。農地中間管理事業のコーディネーター等によると，

現在耕作している人も，いずれは自らの営農は困難になり，5 人に農地を預けることになる

と見込まれるが，受け入れ側もそれほどの余力がないことから，将来的には担い手を増やす

なり，何らかの受け皿を作るなりする必

要があるものと考えられている。 
 

ⅱ） 赤崎地域合足集落 
 センサスの旧村の旧赤崎村（赤崎地

域）は旧藩政村であり，センサス集落で

16 集落がある（第 2-21 図）。前掲第 2-
１表，第 2-2 表によれば，33haの経営耕

地を 182 戸の農家が耕作してきた（平均

規模 18a）。自給的農家が総農家の 87％
を占めており（0.5ha 未満層の販売農家

と合わせると 95％に達する），3ha以上

の経営規模の農家は 1 戸もない。また，

33ha の経営耕地に対して，82ha が耕作

放棄されている状況であった。 
同地域にある合足（あったり）集落で

は，2010 年の農地の属地面積が 4ha で

あるが，総農家数 17 戸の経営耕地面積

は 6ha であった。今回の東日本大震災

で，集落の世帯 21 戸のうち 17 戸が被

第 2-20図 除塩された一部の圃場での

稲の栽培（2012 年 9 月撮影） 

 

第 2-21図 赤崎地域合足集落の位置 
 

資料：2005 年農業センサス地図に加筆． 
注．緑色は標高 20m 以下のところ． 

赤崎地域 

合足集落 
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これに対して，吉浜地区は，①ほ場整備は行われたが，農業機械が住居とともに高台にあ

り，津波であまり流失しなかったこと，②個別の大規模な担い手が地域にいて，離農する農

家の農地を引き受けることになったことから，当初，集落営農組織の立ち上げが検討された

ものの，結果的には見送られている。また，赤崎地区では，ほ場の被害はあったものの，や

はり高台にあった農業機械の被害が軽微であったため，農家は従来からの農業経営を継続

することとなり，区画整備を伴う基盤整備事業の実施や組織の立ち上げは見送られている。

このように両地区とも，組織が新たに立ち上げられている 4 地域・地区に比べると組織立

ち上げの必要性が相対的に低く，組織化を進めるリーダー的な人材もいなかったことから，

地域での合意が得られにくい状況にあったと考えられる。 
 

（２） 津波被災地で立ち上げられた集落営農組織の特徴 
 
 以上のように，岩手県の沿岸部でも，数は多くないが新たな集落営農組織が立ち上げられ，

地域の担い手として成長していくことが期待されている。以下では，調査対象の 4 組織の

組織的な特徴について比較を行うことで，それぞれの組織が現在のような経営内容となっ

ている理由と今後の課題について明らかにする。 
集落営農組織は構成員の違いから，集落全戸参加型の「集落ぐるみ型」と担い手主体の「少

戸数型」に大別される（25）。そして農作業への出役からみて，「集落ぐるみ型」でも，参加し

ている農家のほぼ全戸がオペレータとして出役する「全戸出役タイプ」と全戸が何がしかの

作業を行うものの機械作業は少数のオペレータに依存する「少数オペレータタイプ」の 2 タ

イプに分かれる。また，「担い手主体型」は，地域・地区全体の農地の利用調整を行う組織

が１階部分として存在し，そこから農地を引き受ける主体として 2 階部分に位置付けられ

ることが多い。 
こうした分類に今回の調査対象 4 組織を当てはめてみると，（農）サンファーム小友，（農）

広田半島，下矢作機械利用組合の 3 組織は「全戸共同型」の「少数オペレータタイプ」にな

る。いずれの地域・地区においても小規模な農家が多数存在し，地域の農地を維持・確保し

ていくためには，「全戸共同型」であることが農地の引き受け組織に求められたが，他方で，

第 2-14表 各地域・各地区における農業機械の被害状況等の比較 

地域・地区
農業機械の

被害
区画整理を伴う
基盤整備事業

集落営農組織
の立ち上げ

組織の法人化

小友地域 甚大 被災後実施 被災後設立 法人化済

広田地域 甚大 被災前実施 被災前設立 法人化済

下矢作地区 甚大 被災後実施 休眠組織の活用 法人化視野

今泉地区 甚大 未実施 被災後設立 予定せず

吉浜地区 軽微 被災後実施 未設立 －

赤崎地区 軽微 未実施 未設立 －

資料：聞き取り調査による．

－64－
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いずれの地域・地区においても，農業機械を流されて営農再開を断念した人達が数多く存在

していたこと，そして機械装備と作業の効率性から,オペレータを一部の人達が引き受ける

「少数オペレータタイプ」になったものと考えられる。 
このように，現在は，同じような類型区分に分類される 3 組織であるが，東日本大震災発

生前からの地域・地区内に存在する大規模個別農家や水田作以外に園芸作も行う専業農家

といった担い手農家の存在の有無によって，オペレータによる農作業の引き受け方，組織の

農地の利用調整における役割，今後の課題が異なっている。 
まず，機械作業を大規模に受託できる能力のある個別経営が複数存在している小友地域

の（農）サンファーム小友自体は，機械を所有しておらず，現時点で法人が果たしている機

能は，機械作業を行えない農家から農地を取りまとめて（この段階で農家から法人へ利用権

が設定されている），生産調整を域内に割り当てブロックローテーションを組み，経営規模

の大きな個別の担い手経営津波被災した経営体がのオペレータ 8 人に作業委託し，それら

担い手の生産資材の共同購入を行うといった地域内の調整，取りまとめが中心となってい

る。しかし，法人が農家から水田を借りて利用権を設定する形を取った上で，作業は担い手

農家に委託していることから，収益面でのリスクを法人が負う形となっている。 
下矢作地区も，水田作と園芸作を行う専業農家が 4 戸いるなど，地域の個別の担い手の

存立の状況は，広田地域よりは小友地域に近い状況となっている。下矢作機械利用組合も，

少数オペレータタイプの集落営農組織で，オペレータが 7 人と絞り込まれており（そのう

ちの 4 人が専業的な農家），耕起・代かき・田植は（農）サンファーム小友と同様に，オペ

レータが組合から請け負って，自分の持っている農業機械で作業を行うスタイルを取って

いるが，収穫，乾燥・調製の機械を組合で所有し，かつその作業も組合のオペレータが実施

しており，より組織としての実態を伴った営農活動を行っている。しかも同組合では，こう

した作業受委託の仲介だけでなく，農地の利用権設定についても出し手と受け手との調整

機能を果たしている。このように，休眠していた組織から，次第に集落営農組織としての内

実が充実しつつあるが，他方で，まだ組合を法人化させるには機が熟した状況とはなってい

ない。今後，同地区では，個別の担い手経営に集積が進んでいくのか，組合が組織としての

まとまりを強めていくのか注視が必要である。 
（農）広田半島も，少数オペレータタイプの集落営農組織であるが，オペレータが 18 人

もいるほか，専従のオペレータ 5 人はすべて他の仕事からリタイアした高齢専従者である。

他方で，トラクタ 3 台，田植機 2 台，コンバイン 2 台を組織で所有している点が，（農）サ

ンファーム小友とは異なっている。これは，オペレータに（農）サンファーム小友のような

経営規模の大きく，自前の農業機械を揃えて持っている個別の担い手経営がいないことに

起因している。これらのことからも，（農）広田半島が大規模で効率的な経営体を目指して

いる組織ではなく，農業機械を持っていない高齢農家の機械作業を法人が代行することで

地域の農地をできるだけ維持していくことを目的とした組織であることが分かる。同組合

では，加工部門も持っているが，その経営内容を見ると，高付加価値化を目指し販売を積極

的に拡大していく 6 次産業化というよりは，地域の農家の女性が活躍できる場になること
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これに対して，吉浜地区は，①ほ場整備は行われたが，農業機械が住居とともに高台にあ

り，津波であまり流失しなかったこと，②個別の大規模な担い手が地域にいて，離農する農

家の農地を引き受けることになったことから，当初，集落営農組織の立ち上げが検討された

ものの，結果的には見送られている。また，赤崎地区では，ほ場の被害はあったものの，や

はり高台にあった農業機械の被害が軽微であったため，農家は従来からの農業経営を継続

することとなり，区画整備を伴う基盤整備事業の実施や組織の立ち上げは見送られている。

このように両地区とも，組織が新たに立ち上げられている 4 地域・地区に比べると組織立

ち上げの必要性が相対的に低く，組織化を進めるリーダー的な人材もいなかったことから，

地域での合意が得られにくい状況にあったと考えられる。 
 

（２） 津波被災地で立ち上げられた集落営農組織の特徴 
 
 以上のように，岩手県の沿岸部でも，数は多くないが新たな集落営農組織が立ち上げられ，

地域の担い手として成長していくことが期待されている。以下では，調査対象の 4 組織の

組織的な特徴について比較を行うことで，それぞれの組織が現在のような経営内容となっ

ている理由と今後の課題について明らかにする。 
集落営農組織は構成員の違いから，集落全戸参加型の「集落ぐるみ型」と担い手主体の「少

戸数型」に大別される（25）。そして農作業への出役からみて，「集落ぐるみ型」でも，参加し

ている農家のほぼ全戸がオペレータとして出役する「全戸出役タイプ」と全戸が何がしかの

作業を行うものの機械作業は少数のオペレータに依存する「少数オペレータタイプ」の 2 タ

イプに分かれる。また，「担い手主体型」は，地域・地区全体の農地の利用調整を行う組織

が１階部分として存在し，そこから農地を引き受ける主体として 2 階部分に位置付けられ

ることが多い。 
こうした分類に今回の調査対象 4 組織を当てはめてみると，（農）サンファーム小友，（農）

広田半島，下矢作機械利用組合の 3 組織は「全戸共同型」の「少数オペレータタイプ」にな

る。いずれの地域・地区においても小規模な農家が多数存在し，地域の農地を維持・確保し

ていくためには，「全戸共同型」であることが農地の引き受け組織に求められたが，他方で，

第 2-14表 各地域・各地区における農業機械の被害状況等の比較 

地域・地区
農業機械の

被害
区画整理を伴う
基盤整備事業

集落営農組織
の立ち上げ

組織の法人化

小友地域 甚大 被災後実施 被災後設立 法人化済

広田地域 甚大 被災前実施 被災前設立 法人化済

下矢作地区 甚大 被災後実施 休眠組織の活用 法人化視野

今泉地区 甚大 未実施 被災後設立 予定せず

吉浜地区 軽微 被災後実施 未設立 －

赤崎地区 軽微 未実施 未設立 －

資料：聞き取り調査による．
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を目指して取り組まれているように見受けられる。とはいえ，若い世代が地域にいないこと

が最大の課題として挙げられており，今後，そうした世代を地域に呼び戻すための就業の場

の創出を目指して，経営内容を変質させていく可能性がある点には留意が必要である。また，

これまでは特定農作業受委託契約による作業受託で，地代負担をせずに生産を行えている

が，法人化を契機にして，今後，利用権の設定による農地の預かりが増えれば，地代負担が

経営を圧迫する可能性が出てくる。 
これらに対して，今泉復興農事組合は，地域・地区全体で組織化された集落営農組織とい

うよりは，有志による少戸数型組織といえる。現在のところ，耕作可能となった農地を引き

受け，オペレータ 4人が中心になって農作業を行っているが，小友地域で東日本大震災発生

前に農地の引き受け手として存立していた 3 つの任意組織と近い役割を今泉地区で担って

いる。懸念されるのは，構成員 7 人，そのうちのオペレータ 4 人のほとんどが高齢者であ

り，若い人が組織にいない点である。 

 

（３） 津波被災地で立ち上げられた集落営農組織の課題 

 

以上のように 4 組織は，地域・地区の津波被災農地の受け皿組織という意味では設立目

的が同じであり，現時点では，地域の水田農業の担い手として中心的な存在になっている。

その取組内容にも共通点が見られるものの，それぞれの地域・地区の担い手の存在状況によ

って，組織の体制が異なっており，今後，対応すべき課題についても違いがみられた。 
まず第 1 に，小友地域，下矢作地区には，個別の担い手も存立していることから，今後，

それらとの関係がどう整理されていくのか未知数な部分がある。 
第 2 に，いずれの組織もオペレータが既に少数に絞り込まれているが，若いオペレータ

を確保できておらず，中長期的には，その持続性をどう確保していくかが大きな課題になっ

てくると考えられる。 
第 3 に，今後の経営の展望であるが，4 組織のうち（農）サンファーム小友は，既に法人

として立ち上げられ，（農）広田半島は任意組織として立ち上げられた後に法人化し，とも

に法人組織として経営を行っている。下矢作機械利用組合でも，将来における法人化の必要

性が視野に入れられている。したがって，これらの法人化済みの組織や法人化を視野に入れ

た組織では，将来は，加工・販売部門等を強化して，通年で若い専従者を雇用で確保するこ

とを目指していく可能性を有していると言える。他方で，農業機械の利用やオペレータの配

置については，4 組織共に過剰装備，過剰配置を脱しておらず，効率的な経営を確立してい

くにはまだ時間がかかると考えられる。 
最後に，宮城県の津波被災地で立ち上げられた大規模法人との比較を念頭に，岩手県沿岸

津波被災地で立ち上げられた組織の特徴を整理する。宮城県津波被災地での大規模法人の

多くが，利用権設定によって法人に農地を集積させ，少数のオペレータが作業を行っている

のに対して，対象とした 4 組織はいずれも，まずは小規模農家，リタイア農家から，農作業

受委託により作業を引き受けることから始め，また作業を行えるものがオペレータとなる
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という形をとっている点が特徴である。いずれの組織も，使える農業機械，作業できる農家
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なお，本研究を開始した当初は，農村コミュニティの再生についても研究成果を取りまと

める予定であったが，前掲第 2-8 表，第 2-9 表からも明らかなように，陸前高田市，大船渡

市では，まだ多くの被災農家が仮設住宅暮らしを続けており，研究には着手したものの，現

時点で取りまとめを行える状況とはなっていない。しかしながら，今後，そうした暮らしが

長く続いたことや，集落移転等により既存の農村集落が変容すること等が，農村コミュニテ

ィや，地域の農業生産にどのような影響を与えていくかを明らかにすることも重要であり，

そうした点について，より中長期的な視点から調査・分析を続けていく必要がある。 
（吉田 行郷） 

 
注(1) 第 1 章で指摘したように，宮城県北部沿岸部は，岩手県沿岸部とともにリアス式海岸の地形にあっ

て，岩手県沿岸部に近い農業構造であり，平坦な宮城県南部沿岸部とは異なっている。 

(2) 津波被災した沿海部市町村とは，宮古市，大船渡市，久慈市，陸前高田市，釜石市，大槌町，山田

町，岩泉町，田野畑村，普代村，野田村，洋野町である（農林水産省統計部（2016））。 

(3) 大船渡市の農家以外の農業事業体の経営耕地面積 358ha は牧草専用地であり，市中心部の盛地域

の農地としてカウントされている。これは旧三陸町に牧場がある大船渡市畜産公社のものとみられ，

公社事務所が市役所内にあることから盛地域の農地となっているとみられる。 

(4) 津波被災農業集落は，浸水等があっても農業被害がない場合は集計対象としていないため，実際の

津波の浸水範囲と異なることがある。 

(5) 第 2-5 表のデータでは，津波被災数がかなり少なく見えるが，これは農業経営体数に被災率を乗じ

て推計しているためであることに留意されたい。前掲第 2-1 表で見たように総農家数に対して家族経

営体数は半分以下程度とかなり少ない。総農家数をベースに推計するならば被災戸数はより大きいも

のとなる。 

(6) 津波被災集落には，津波によって農地を被災した集落だけでなく，農業経営体の経営者，雇用者，

農家世帯員等の人的な被災があった農業経営体がいる集落も含まれている。そうした集落が市内の広

範囲にわたって存在するため，津波被災農業経営体の割合に比して津波被災集落の割合がかなり高く

なっていると考えられる。 

(7) 後述するように，陸前高田市では被災農地の多くを占める小友地域や下矢作地区，大船渡市の吉

浜地域では，農地復旧と併せてほ場整備を実施したことから農地復旧に期間を要したこと，さらに

表土を流されたり，地盤沈下したりしたところの復旧のためには盛り土をするための土が必要であ

し，集落の農地が 10ha に満たないという面的狭小性を特徴としている（前掲第 2-3 表参
照）。今後，被災後に各地域で新たな集落営農組織の形成が図られることになる場合には，

こうした集落構造を前提に検討する必要がある。例えば，集落単位で農地集積を図ろうとす

るならば，集積規模が小さ過ぎて，農業機械の利用の観点からの適正規模を確保できないお

それがある。こうした事態を避けるためには，複数集落で集落営農組織の立ち上げを検討す

る必要がある。実際には，4組織とも複数集落での組織化である。（農）サンファーム小友，
（農）広田半島，今泉復興農事組合は旧藩政村の範囲で，下矢作機械利用組合は広い面積の

藩政村の一部での組織化である。神社・祭りという文化的共通性をもつ旧藩政村の範囲は，

適正規模を確保できるものとして集落営農の組織化を目指していく必要があると考える。 
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るが，この確保が遅れたことも要因となっている。 

(8) 整備率が上昇しているとはいえ，いまだ低い水準にとどまっている。これは，高台移転先の用地確

保と用地造成，低地での嵩上げ工事などに時間を有していることが要因として考えられる。 

(9) 陸前高田市（2014）。また JA おおふなとは，17 支店中 9 支店が全壊，2 支店が浸水等の被害を受

ける。 

(10) ミニトマトの水耕栽培 11,400 ㎡（3 棟），イチゴの水耕栽培 3,888 ㎡（1 棟）。陸前高田市から，

同市が所有する施設の管理運営を JA 出資の農業生産法人が委託される形を取っている。詳細につ

いては小針（2015）を参照。 

(11) 陸前高田市（2012）の果樹等集出荷施設整備事業計画を参照。 

(12) 小友地域については，古川（2012），（2013），服部（2013），及川・佐藤（2014），小針(2016）が

ある。 

(13) 農地の属地面積は 2010 年農業センサス農山村地域調査，経営耕地面積等は同センサス農業経営

体調査による。以下同様である。 

(14) 服部(2013)による。また，2014 年に実施したサンファーム小友に対するヒアリング調査でも，同

様の高さの津波があったことを聴取している。 

(15)  小友水利組合が実施したアンケート結果は古川（2013）参照。 

(16) 岩手県沿岸広域振興局農林部大船渡農林振興センター・大船渡農業改良普及センター（2013）に

おいて，2013 年 7 月時点でのアンケート結果が紹介されている。 

(17) 「組田」とは，複数の地権者が所有する狭い農地を 1 枚にまとめたほ場のこと。 

(18)  2012年 3月 6日の定例議会で，小友地区の農地災害関連区画整備事業について質疑が行われる。

その中で市は以下のように答えている。小友地区での基盤整備は，農業災害関連区画整理事業（国

1/2 助成）で実施し，農家負担が 1％程度（10ａ当たり 2 万円程度）になる見込みである旨を地域説

明会で話した。小友地区水利組合から，県営ほ場整備事業の未償還金があるので新たな負担が生じ

るほ場整備事業には農家の同意を得難いため地元負担金を免除するよう市に対して要望がされてい

る。基盤整備事業は，東日本大震災復興交付金事業へ組み込むことで地元負担の軽減を図りたい。

市の負担割合について県の正式協議はまだないが，1％部分を市で負担してほしいと言われていて，

市は農家負担の軽減を前向きに検討したい。また被災した農機具等の復旧についても次のような答

弁がある。東日本大震災農業生産対策交付金を活用している。3 戸以上の農業者の共同利用を条件

に，国 1/2 助成と県・市の各 1/6 のかさ上げ助成で農家負担が 1/6 となっているが，漁船等の共同

利用への補助は受益者負担が 1/9（約 11％）であるのに対して，農業は 1/6（約 16％）であるので，

両者の差の 5％分を市で支援したい。なお，小友地区水利組合から農地災害関連区画整備事業の地

元負担免除についての誓願は，2011 年 12 月の陸前高田市定例議会に提出されていたが，継続審議

となり，上記のように翌年 3 月の定例議会で採択される。2012 年 3 月には，東日本大震災復興交付

金事業がすでに成立し第 1 回の募集が終わっているが，陸前高田市ではまだその活用について十分

な情報が得られていなかったようである。 

 (19) 2011 年から 2013 年にかけての広田半島営農組合の復興に向けた取組については，古川（2012），

（2013）を参照。また，2011 年における広田半島営農組合の取組に普及組織が果たした役割につい

ては畠山（2012）を参照。 
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て推計しているためであることに留意されたい。前掲第 2-1 表で見たように総農家数に対して家族経

営体数は半分以下程度とかなり少ない。総農家数をベースに推計するならば被災戸数はより大きいも

のとなる。 

(6) 津波被災集落には，津波によって農地を被災した集落だけでなく，農業経営体の経営者，雇用者，

農家世帯員等の人的な被災があった農業経営体がいる集落も含まれている。そうした集落が市内の広

範囲にわたって存在するため，津波被災農業経営体の割合に比して津波被災集落の割合がかなり高く

なっていると考えられる。 

(7) 後述するように，陸前高田市では被災農地の多くを占める小友地域や下矢作地区，大船渡市の吉

浜地域では，農地復旧と併せてほ場整備を実施したことから農地復旧に期間を要したこと，さらに

表土を流されたり，地盤沈下したりしたところの復旧のためには盛り土をするための土が必要であ

し，集落の農地が 10ha に満たないという面的狭小性を特徴としている（前掲第 2-3 表参
照）。今後，被災後に各地域で新たな集落営農組織の形成が図られることになる場合には，

こうした集落構造を前提に検討する必要がある。例えば，集落単位で農地集積を図ろうとす

るならば，集積規模が小さ過ぎて，農業機械の利用の観点からの適正規模を確保できないお

それがある。こうした事態を避けるためには，複数集落で集落営農組織の立ち上げを検討す

る必要がある。実際には，4組織とも複数集落での組織化である。（農）サンファーム小友，
（農）広田半島，今泉復興農事組合は旧藩政村の範囲で，下矢作機械利用組合は広い面積の

藩政村の一部での組織化である。神社・祭りという文化的共通性をもつ旧藩政村の範囲は，

適正規模を確保できるものとして集落営農の組織化を目指していく必要があると考える。 
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(20) 農業センサスの集落でみると，下矢作地区には 7 集落（雪沢，嶋部，寺前，元屋敷，諏訪，片地

家，打越），二又地区には 6 集落（梅木，山崎，二又，馬越，中平，小黒山），生出には 3 集落（清

水，三の戸，的場）がある。 

(21) 今泉地区については平口（2015a），（2015b）を参照。 

(22) 農業センサス集落でみると，今泉地区には 6 集落（中井，荒町，仲町・大通，上八日町，下八日

町，鉄砲町），長部地区には 7 集落（二日市，湊，古谷，双六，要谷，福伏，上長部）がある。 

(23) 草地や畑地も含めた耕地全体では，前掲第 2-2 表にあるように，2010 年時点で，53％が耕作放棄

地となっていた。 

(24) 吉浜地域の農地復興計画については，福与（2012），福与・山本・桐（2012）を参照。 

(25) 安藤（2004）は「集落ぐるみ型」と「少数の有志の担い手による営農組合」とに区分し，田代（2006）

は「地域(集落)ぐるみ組織」「少数者による借地経営」とに区分している。農林水産政策研究所（2009）

ば「全戸参加型」と「担い手主体型」に区分した。  
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